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１ 第２回静岡県総合教育会議開催結果に関する資料 

伊東地区新構想高校について 

   (高校教育課) 

（経緯） 

 第 2 回総合教育会議後、同窓会等から伊東高校隣接地を取得・拡幅し新構想高校を

設置する案を選択肢に入れること、また、県教育委員会が敷地を決定したら開校に向

け早急な対応を取るよう求める要望が提出された。 

そのため、教育委員会案に、城ヶ崎分校を存置する別案①と、伊東高校隣接地を拡

幅し校地とする別案②を加えた３案の比較検討を行い、対象校の同窓会、後援会、PTA

の代表者に対し、説明会を開催した。 

１ 県教育委員会による比較検討結果 

安全性、共生・共育の充実等を総合的に勘案し、新構想高校は３校を一括して統合

（特別支援学校分校を併置）し、令和５年４月、伊東商業高校の現在地に設置する。 
 

 候 補 地 評 価 

教
委
案 

伊東商業高校 

・多くの生徒や教員との交流を通じた共生・共育により社

会的自立心の育成が可能 

・十分な広さの校地（グラウンド、駐車場等）の確保が可

能 

別
案
① 

【２校を存置】 

伊東商業高校 

城ヶ崎分校 

・少人数による学習が可能 

・交流の幅が小さく、自立心の育成に課題が残る 

・学校規模が小さく、学習科目や部活動の選択に制約がみ

られる 

別
案
② 

伊東高校 

(隣接地を取得･

拡幅) 

・多くの生徒や教員との交流を通じた共生・共育により社

会的自立心の育成が可能 

・周辺が土砂災害警戒区域に指定されており、長期にわた

る安全性の確保ができない 

・造成工事に多額な費用を伴い、工期も長期化 

 

２ 地元説明会（10 月 9 日）の結果 

 令和５年の開校を目指し、伊東市内３校（特別支援学校分校を併置）を一括して統

合するという枠組み及び共生・共育のあり方について、概ね理解を得られた。 

 施設等に関する要望を検討の上、回答することを条件として、伊東商業高校を校地

として検討を進めていくことについて、合意を得られた。 
 
（主な意見） 

･令和５年度までに開校してほしい。 

･日常的に一緒に活動でき、積極的な共生・共育を行うなら賛成である。 

･城ヶ崎分校の特色であるアートコースを新構想高校に引き継いでほしい。 

･伊東商業高校の敷地に設置するならば、十分な施設と駐車場を確保してほしい。 
 

３ 対 応 

10 月９日の説明会で出された要望、疑問点を踏まえ、伊東商業高校現在地で新構

想高校を設置する検討案について、10 月下旬、再度説明する予定。 
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全国学力・学習状況調査 

        （義務教育課）

１ 目的 

義務教育の機会均等とその水準の維持向上の観点から、全国的な児童生徒の学力や学習

状況を把握・分析し、教育施策の成果と課題を検証し、その改善を図るとともに、そのよ

うな取組を通じて、教育に関する継続的な検証改善サイクルを確立する。また、学校にお

ける児童生徒への教育指導の充実や学習状況の改善等に役立てる。  

                      

２ 事業概要 

(1) 調査対象 

 ア 小学校調査  小学校６年生、特別支援学校小学部６年生 

 イ 中学校調査  中学校３年生、特別支援学校中学部３年生 

 

(2) 調査内容 

  ア 教科に関する調査（平成 31 年度：国語、算数・数学、中学調査のみ英語） 

    （参考） 

 

 

 

イ 生活習慣や学習環境等に関する質問紙調査（児童生徒質問紙及び、学校質問紙） 

   

（平成 31 年度の変更点） 

 

 ※英語 

・「聞くこと」「読むこと」「話すこと」「書くこと」の４技能を調査 

・「聞くこと」「読むこと」「書くこと」調査は筆記方式、「話すこと」調査は、学校の 

コンピュータ教室等のＰＣ端末を使用した音声録音方式（15 分間） 

 

(3) 調査方式 全数調査 

  

(4) 調 査 日 原則として、毎年火～木曜日のうち、４月 18 日に最も近い日 

小学校 ８～16 問 
各教科の問題数 

中学校 ９～36 問 

 平成 30 年度まで 平成 31 年度から 

問題区分 ・「知識」に関する問題（Ａ） 
・「活用」に関する問題（Ｂ） 

「知識」「活用」を一体的に問う問題 

調査教科

の追加 
国語、算数・数学、理科 
（理科は 3 年に１回実施） 

国語、算数・数学、理科、英語※（中学校のみ）

（理科、英語は交互に 3 年に１回実施） 
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全国学力・学習状況調査を活用した取組 
        （義務教育課）

                       

〇 全国学力・学習状況調査を活用した取組（W－PDCA 改善サイクル） 

  本県においては、全国学力・学習状況調査後の自校採点による実態把握や分析に基づき、

教師用コンテンツを配信するなど授業改善を図っている。 

  また、結果公表後においても学力向上連絡協議会において、課題に対する有効な方策を

示すなど、Ｗ－ＰＤＣＡ改善サイクルの実施により、学力の向上を図っている。 

 

  ＜Ｗ－ＰＤＣＡ改善サイクルの実施状況＞ 

 
４月～            結果公表８月頃                ３月 

 P D C A P D C A 

学 

校 
研修 

計画 

授業 

実践 

自校採点 

による 

実態把握 

（早期対応） 

授業 

改善 

・結果の分析検証 

・新たな取組計画 

・保護者等に課題 

等を公表 

授業 

実践 

 

補充 

学習 

・学力調査等で  

検証 

(定着度調査等)

・次年度研修 

計画 

授業

改善

市 

町 

市町 

研修 

計画 

学校 

訪問 

 

研修 

会の 

開催 

早期対応 

結果検証 

学校 

訪問 

 

研修 

会の 

開催 

・市町の児童生徒 

の学力及び学習

状況等を分析、

検証 

・市民、町民等に 

課題等を公表 

結果を 

踏まえ 

た取組 

次年度の取組の方針 

学力向上に係

る取組計画の

周知   

早期対応 

県の分析 

教師用

コ ン テ

ン ツ の

配信 

・速報分析 

・学力向上連絡 

協議会① 

学力 

分析 

ソフト 

学力向上連絡 

協議会② 

報告書

作成

県 

学力向上分析会 

学力向上推進協議会

 

 

 

全

国

学

力

・

学

習

状

況

調

査

学力向上分析会 

学力向上推進協議会 

結

果

の

公

表

・

結

果

の

分

析

検

証

 

 

 

・調査問題、早期対応結果、公表結果等の分析・検証 

・学力向上推進地区（熱海市、御前崎市）、協力校のサポート 
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全国学力・学習状況調査を活用した具体的な取組内容 

        （義務教育課）

１ 早期対応による授業改善 

本県では、全国学力・学習状況調査の実施後、速やかに自校採点を実施し、教師用動画

コンテンツを配信することにより授業改善を図る早期対応を実施している。 

内容 国語 算数・数学 学習意欲、生活の諸側面等 

自校採点 全ての学校が自校採点をし、課題等を把握し、日々の授業に生かす 

教師用動画

コンテンツの

配信 

目的に応じて書く

授業展開を動画で

説明 

情報を吟味し、批判

的に捉える授業を動

画で説明 

子供が主体的に学ぶ

授業づくりを動画で説

明 

 

２ 調査結果の分析から見える課題  

  全国学力・学習状況調査の分析により、次の課題を把握した。 

 課   題 

国語 
・漢字を文の中で正しく書くことが苦手である。 

・目的や意図に応じ、内容の中心を明確にして詳しく書けない。 

算数・数学 
・与えられた複数の情報を解釈し、目的に応じて必要な情報を活用できない。 

・式や単位等の意味を理解できない。 

学習意欲 

生活の諸側面等 

・主体的に学習に取り組む姿勢に課題がある。（例 「国語が好き」と答える児童の割合が低い） 

・社会に関心を持ち、自らかかわろうとする力が弱い。 

  

３ 課題改善に向けた具体的取組例 

  上記の課題を改善するため、次の取組を実施した。（国語の場合） 

 取組 具体的な内容 

速報分析 

（PDF を各市町教育委

員会・学校に配信） 

漢字を写すだけでなく、他

の学習や実生活において、

習った漢字を正しく使う意識

を高めていく必要性を伝え

た。 

漢字の書き取りやドリル的な学習を増やすことが必要であ

るという対応策を示すのではなく、 

「字の成り立ちや意味を合わせて学ぶこと」 

「文脈の言葉から意味を判断して漢字を使い分けること」 

「漢字字典の活用」 

など、漢字の持つ特徴を踏まえて、児童が興味を持って語彙

を増やす授業を提案した。 

学力向上連絡協議会

（各市町教育委員会全

ての指導主事が参加） 

・語彙を増やす授業改善に

ついてプレゼンを行った。 

 

 

・推進協議会長である村山

功氏（静岡大学大学院教

授）に、国語教育に特化した

講義を依頼、実施した。 

・語彙力は、学習の基盤となる力である前提のもと、 

「漢字（読み・字形）」 「語句の意味」 

「慣用句としての意味」「文の中での使い方」 

などを押さえることで、語彙指導が充実することを説明した。 

 

・物語を扱う授業において、「どんな人物」「何が変わった」等

の読解方略と、発問の工夫を示し、国語の学習意欲と授業改

善について講義を行った。 

学力向上推進協議会

（報告書を各市町教育委

員会・学校に配信） 

国語の授業の在り方につ

いて協議し、内容を報告書

に反映した。 

主に学力向上推進校の取組である国語科を核とした教科

横断的な授業づくりの実践内容を協議し、報告書で県内の学

校と共有した。 

 

実際のコンテンツ画面 
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★★★★ 極めて高い  ★★★ 大変高い  ★★高い  ★やや高い 

☆☆☆☆ 極めて低い  ☆☆☆ 大変低い  ☆☆低い  ☆やや低い 

４ 結果の公表 

(1) 調査結果の取扱いに関する配慮事項（全国学力・学習状況調査実施要領より一部抜粋） 

調査結果については、調査の目的を達成するため、自らの教育及び教育施策の改善、

各児童生徒の全般的な学習状況の改善等につなげることが重要であることに留意し、適

切に取り扱うものとする。 

調査結果の公表に関しては、教育委員会や学校が、保護者や地域住民に対して説明責

任を果たすことが重要である。一方、調査により測定できるのは学力の特定の一部分で

あること、学校における教育活動の一側面であることなどを踏まえるとともに、序列化

や過度な競争が生じないようにするなど教育上の効果や影響等に十分配慮することが

重要である。 

 

(2) 教育委員会及び学校による調査結果の公表 

 ア 県教育委員会の公表 

  ・自らが設置管理する学校の状況については，それぞれの判断において公表できる。 

  ・市町教育委員会の同意を得た場合、市町名及び学校名を明らかにした公表ができる。 

イ 各市町教育委員会の公表 

・設置管理する学校全体の結果について、教育施策の成果と課題を検証し公表できる。 

・個々の学校名を明らかにした公表を行うことについては、教育上の影響等を踏まえ、 

必要性について慎重に判断する。 

 ウ 各学校の公表 

自校の取組と児童生徒への教育指導の充実や学習状況の改善等に役立てるために、

保護者等に公表を行う。 

 
(3) 静岡県の公表 

実施要領に基づき、分析や改善策を義務教育課ホームページ等で公表 
 

(4) 静岡県内各市町教育委員会の公表の状況（平成30年度） 
ア 33市町全てが、実施要領に基づき結果分析や改善方策等を以下の様に公表済み。 

     

 

 

 

イ 国と県の結果を比較で示す場合の例 

毎年、県教育委員会が、以下のような公表モデルを複数示している。 
国語 話すこと・聞くこと 書くこと 読むこと 言語 

全国との比較 ★ ☆ ☆ ☆ 
小学校 

県との比較 ★ ★ ★ ☆☆ 
全国との比較 ★★ ★ ★ ★★ 

中学校 
県との比較 ★★ ★★ ★★ ★★ 

 

平均正答率の公表 公表媒体（1 市は両方で公表） 

数値で示す 国や県と比較で示す その他 ホームページ 広報誌 

市町数 ４ 22 ７ １７ １７ 
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平成 31 年度全国学力・学習状況調査の結果概要 

（義務教育課） 

 

１ 調査実施日・実施学校数・実施人数（政令市、特別支援学校を含む） 

実施日：平成31年４月18日（木） 

実施学校数・人数：小学校 499校 児童数（６年）31,366人 

中学校 263校 生徒数（３年）28,434人  

 

２ 平成31年度の変更点 

・「知識」に関する問題（Ａ）と「活用」に関する問題（Ｂ）に分かれていた問題区

分を一体化した。 

・ 中学校調査に英語を追加。（理科、英語は交互に３年に１回実施） 

 

３ 全国学力・学習状況調査に関する調査結果の概要 

(1) 学力に関する調査 

(ｱ）小学校（教科ごとの平均正答率） 

平成 30 年度 平成 31 年度 

区 分 問題数 静岡県 全 国 差 区 分 問題数 静岡県 全 国 差 

国語Ａ 12 ６９．４％ ７０．７％ －１．３

国語Ｂ ８ ５５．５％ ５４．７％ ＋０．８ 
国 語 14 ６５．２％ ６３．８％ ＋１．４

算数Ａ 14 ６２．９％ ６３．５％ －０．６ 

算数Ｂ 10 ５０．９％ ５１．５％ －０．６ 
算 数 14 ６６．１％ ６６．６％ －０．５

理 科 16 ６０．０％ ６０．３％ －０．３ 理 科 － － － － 

 

（ｲ）中学校（教科ごとの平均正答率） 

平成 30 年度 平成 31 年度 

区 分 問題数 静岡県 全 国 差 区 分 問題数 静岡県 全 国 差 

国語Ａ 32 ７７．６％ ７６．１％ ＋１．５ 

国語Ｂ ９ ６２．９％ ６１．２％ ＋１．７ 
国 語 10 ７４．８％ ７２．８％ ＋２．０

数学Ａ 36 ６７．９％ ６６．１％ ＋１．８

数学Ｂ 14 ４９．１％ ４６．９％ ＋２．２
数 学 16 ６２．１％ ５９．８％ ＋２．３

英 語 － － － － 英 語 21 ５８．２％ ５６．０％ ＋２．２

理 科 27 ６７．７％ ６６．１％ ＋１．６ 理 科 － － － － 
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 (2) 学習状況に関する調査 

（ｱ）児童生徒質問紙調査の主な結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ｲ）学校質問紙調査の主な結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       

 

 

小学校 中学校 
質問項目 

静岡県 全国比 静岡県 全国比

自分には、よいところがあると思いますか 83.7 ＋2.5 77.6 ＋3.5

先生は、あなたのよいところを認めてくれて

いると思いますか 
88.1 ＋2.0 82.6 ＋1.1

家で自分で計画を立てて勉強していますか 72.4 ＋0.9 46.8 －3.6

将来の夢や目標を持っていますか 84.8 ＋1.0 71.7 ＋1.2

今住んでいる地域の行事に参加していますか 75.3 ＋7.3 73.7 ＋23.1

学級の友達との間で話し合う活動を通じて、

自分の考えを深めたり、広げたりすることが

できていると思いますか 

73.3 －0.8 76.1 ＋3.3

小学校 中学校 
質問項目 

静岡県 全国比 静岡県 全国比

児童（生徒）の姿や地域の現状等に関する調

査や各種データ等に基づき、教育課程を編成

し、実施し、評価して改善を図る一連のＰＤ

ＣＡサイクルを確立していますか 

99.2 ＋3.8 98.9 ＋5.5

教育課程の趣旨について、家庭や地域との共

有を図る取組を行っていますか 
95.2 ＋5.6 93.1 ＋6.7

児童（生徒）に対して、将来就きたい仕事や

夢について考えさせる指導をしていますか 
75.7 －7.5 99.6 ＋1.0

地域学校協働本部やコミュニティ・スクール

などの仕組みを生かして、保護者や地域の人

との協働による活動を行いましたか 

71.8 －7.4 61.6 －5.9

保護者や地域の人との協働による取組は、学

校の教育水準の向上に効果がありましたか 
96.6 ＋1.0 93.6 ＋2.1
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２（１）特別支援教育に関する資料 

 

項  目 頁 

特別支援教育の概要 ９ 

特別支援教育における教育形態 10 

障害の種類 11 

特別な支援を必要とする子供に関する教育・福祉等の流れ図 13 

県内の特別支援学校 14 

県内の特別支援学校在籍児童生徒数の推移 15 

小・中学校における特別支援教育 16 

県内の特別支援学級の児童数・学級数の推移 17 

県内の通級指導教室の児童数・学級数の推移 18 

静岡県における特別支援教育の在り方 19 

静岡県の特別支援教育体制 21 

特別支援学校と居住地域の小・中学校等との交流及び共同学習 22 

特別支援学校（視覚・聴覚）における早期教育等の現状 23 

特別支援学校における職業教育と進路指導の充実 24 

特別支援教育充実事業（小・中学校の特別支援学級における非常勤講師

の配置） 
25 

県立高校における特別支援教育 27 

高校における精神科への相談体制整備 29 

「ふじのくに障害者しあわせプラン」の概要と推進 30 

障害のある人に対する就労支援 34 

発達障害者支援センターの機能強化 35 
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特別支援教育の概要 

１ 特別支援教育の理念 

・「特別支援教育」は、障害のある幼児児童生徒の自立や社会参加に向けた主体

的な取組を支援するという視点に立ち、一人一人の教育的ニーズを把握し、

その持てる力を高め、生活や学習上の困難を改善又は克服するため、適切な

指導及び必要な支援を行うもの。特別な支援を必要とする幼児児童生徒が在

籍する全ての学校で実施される。 

・学校教育法の改正により、平成 19 年 4 月 1 日から開始された。 

・特別支援教育は、文部科学省の通知において「障害のある幼児児童生徒への

教育に留まらず、障害の有無やその他の個々の違いを認識しつつ様々な人々

が生き生きと活躍できる共生社会の形成の基礎となるものであり、我が国の

現在及び将来の社会にとって重要な意味を持つ」とうたわれている。 

２ 実施形態 

  特別支援教育は、特別な支援を必要とする児童生徒の自立と社会参加を目

指し、一人一人のニーズに応じて、通常の学級での指導をはじめ、「特別支援

学校」や「特別支援学級」、通級による指導など、様々な形で実施されている。 

      

 （参考）義務教育児童生徒の特別支援教育在籍者数及び特別支援教育就学率(平成 29 年度) 

全国 静岡県 
区 分 

在籍者数(人) 就学率 在籍者数(人) 就学率 

全就学者 9,892,653 － 289,585 －

通級指導教室 108,946 1.10％ 2,662 0.92％

特別支援学級 235,487 2.38％ 5,520 1.91％

特別支援学校 71,802 0.73％ 2,866 0.99％

特別支援教育総計 416,235 4.21％ 11,048 3.82％

 

小学校 中学校 高等学校 

通常学級 通常学級 全日制 

通級による指導 通級による指導 

特別支援学級 特別支援学級 
通信制 

特別支援学校 特別支援学校 特別支援学校 

定時制 

通級に 

よる指導
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障害の種類 
 

【視覚障害】視機能（視力、視野、光覚等の視覚に関する機能）が十分に働かない状態で、

治療等によっても短期間に回復しない、またはメガネやコンタクトレンズを使用しても

見え方が良くならない状態をいう。 

【聴覚障害】身の回りの音や話し言葉が聞こえにくかったり、ほとんど聞こえなかったり

する状態をいう。 

【知的障害】一般に、同年齢の児童生徒と比べて、認知や言語などにかかわる知的機能の

発達に有意な遅れみられ、他人との意思の交換、日常生活や社会生活、安全、仕事、余

暇利用などの適応行動の困難性を伴う状態が発達期に起こるものをいう。 

【肢体不自由】身体の動きに関する器官が、病気やけがで損なわれ、歩行や筆記などの日

常生活動作が困難な状態をいう。 

【病弱・身体虚弱】病弱とは、心身の病気のため継続的又は繰り返し医療又は生活規制を

必要とする状態、身体虚弱とは、病気ではないが不調な状態が続く、病気にかかりやす

いなどのため、継続して生活規制を必要とする状態をいう。 

【言語障害】発音が不明瞭であったり、話し言葉のリズムがスムーズでなかったりするた

め、話し言葉によるコミュニケーションが円滑に進まない状態であること、また、その

ため本人が引け目を感じるなど社会生活上不都合な状態であることをいう。 

【情緒障害】状況に合わない感情・気分が持続して、不適切な行動が引き起こされ、それ

らを自分の意志ではコントロールできないことが継続し、学校生活や社会生活に適応で

きなくなる状態をいう。 

【発達障害】自閉症、アスペルガー症候群その他広汎性発達障害、学習障害、注意欠陥多

動性障害その他これに類する脳機能の障害であって、その症状が通常低年齢において発

現するもの。（発達障害者支援法第 2条による） 

・自閉症 

 ①他人との社会的関係形成の困難さ、②言葉の発達の遅れ、③興味や関心が狭く特定の

者にこだわることを特徴とする行動の障害。 

・アスペルガー症候群その他の広汎性発達障害 

 アスペルガー症候群は、自閉症の上位概念である広汎性発達障害の一つに分類され、知

的発達と言語発達に遅れはない。自閉症の特性のうち、コミュニケーションの障害が比

較的目立たないものの、その特徴として、一方的に自分の話題を中心に話し、直截的な

表現が多く、相手の話を聞かなかったり、また相手が誰であっても対等に話をしたりす

ることがある。 

・学習障害（ＬＤ：Learning Disability） 

 知的発達に遅れはないが、聞く、話す、読む、書く、計算する又は推論するなど、特定

の能力に著しい困難を示す状態 

・注意欠陥多動性障害（ＡＤＨＤ：Attention-Deficit/Hyperactivity Disorder） 

 発達段階に不釣り合いな注意力や衝動性、多動性を特徴とする行動の障害 

 

（文部科学省初等中等教育局特別支援教育課（平成 25 年 10 月） 

「教育支援資料 ～障害のある子供の就学手続きと早期からの一貫した支援の充実～」等より） 
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（参考）教職員定数の概要 
 

 

 
 
 
 
 
 

 
 

国：教職員定数（全国）決定と都道府県への配当、国庫補助事業による⾮常勤等の配当な
ど 

教職員定数 
（1）基礎定数 

・学校数、学級数、児童⽣徒数に基づいて都道府県ごとの定数が算定される。 
（2）加配定数 

・教育上、特別配慮が必要な場合（少⼈数指導、いじめや不登校対応、教職員の⻑
期研修等）に対応するため、基礎定数に加え、特別に配置されるもの。 

・国が、政令で定める基準や都道府県からの申請を踏まえ、児童⽣徒数等を考慮し
て配分する。 

県：教職員定数の各学校への配置（学級数等に基づく）、県単独での教員配当（静岡式 35
⼈学級）、⾮常勤講師（特別⽀援学級等含む）の市町・学校への配当など 

  （参考）本県は、国に「個に応じた、より決め細やかな指導等をするため、教職員定
数の⼀層の充実」を要望するとともに、県独⾃の施策として、「静岡式 35 ⼈
学級」を実施している。 

市町：国や県に学校現場の要望を伝える 

 

市町村⽴学校の教職員については、市町村の財政⼒の差異による教員給与の不統⼀を避

け、⼀定⽔準を維持することにより、教職員の質を確保し、教育⽔準の維持向上を図るた

め、その給与を都道府県が負担しており、また、広く市町村を越えて⼈事を⾏うことによ

り教職員の適正配置と⼈事交流を図ることを⽬的に、任命（免職、休職、懲戒等を含む）

を都道府県教育委員会が⾏っている。市町村教育委員会は、教職員の⽇常的な服務監督を

⾏っている。 

国 県

学校

教職員定数の決定・配当
（義務教育費国庫負担金、地方交付税）

学校
学級数等により配分

静岡式35人学級編制

（県独自の配当）

＊その他国庫補助事業あり（学び方支援非常勤等）

市
町

市
町
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視覚障害
聴覚障害
知的障害
肢体不自由
病弱

電話番号 FAX番号 電話番号 FAX番号
幼・小・中

高（浜視分室） （055）921-2099 （055）921-5104 （0537）85-7400 （0537）85-3435

幼・小・中 袋井市高尾２７５３－１

高（浜視分室） （054）283-7300 （054）282-8919 （0538）43-6611 （0538）43-6789

幼・小・中 磐田市見付２０３１－２

高・専攻科 （053）436-1261 （053）438-2876 （0538）39-1800 （0538）36-3200

幼・小・中 浜松市浜北区中瀬１６２１

高 （055）921-3398 （055）923-5327 （053）580-3377 （053）588-3100

浜松市南区江之島町１２６６－２

（054）283-6441 （054）283-2625 （053）425-7461 （053）425-6410

磐田市西貝塚３５７７－１

（053）471-8197 （053）471-7149 （0538）34-6117 （0538）34-6718

浜松市中区住吉五丁目１６－１

（0550）87-8200 （0550）87-8211 （053）415-9061 （053）415-9062

湖西市新居町浜名１８５５－７１

（055）966-0980 （055）967-5704 （053）594-5658 （053）594-6990

（055）970-2520 （055）970-2521 （055）949-2309 （055）949-6182

伊東市幸町１－５

（055）943-5177 （055）922-0200 （0557）32-3150 （0557）32-3151

伊東市八幡野１１２０

（0545）36-2345 （0545）36-2397 （0557）55-2850 （0557）55-2851

下田市五丁目３－１

（0544）29-7234 （0544）23-2223 （0558）25-1455 （0558）25-1450

賀茂郡松崎町桜田１８８

（054）368-6800 （054）366-5600 （0558）43-2737 （0558）43-2738

伊東市川奈５１０－７

（054）245-8191 （054）245-9983 （0557）45-3983 （0557）45-4038

静岡市葵区漆山７７７

（054）266-7787 （054）288-5565 （054）246-5504 （054）247-6929

静岡市駿河区曲金五丁目３－３０

（054）636-1891 （054）636-3241 （054）285-1633 （054）285-3034

浜松市北区根洗町５９７－１

（054）628-8111 （054）628-8115 （053）436-1370 （053）437-9098

浜松市天竜区渡ケ島２０１－２

（0548）23-9871 （0548）33-3580 （053）926-2255 （053）926-2278

静岡市葵区大岩町１－１５

（0547）46-4386 （0547）58-4467 （054）247-2811 （054）247-2812

（0537）29-6791 （0537）23-3555 （0537）26-3900 （0537）26-3910

県内の特別支援学校

住　　　所 住　　　所

沼津市米山町６－２０ 御前崎市池新田２９０７－１

特別支援学校名 設置学部

小・中・高

東部

小・中・高
（訪問）

3 浜松視覚 23 磐田見付分校 高

静岡市駿河区曲金六丁目１－５

6

設置学部

1 沼津視覚 21 御前崎分校 高

高

沼津市岡一色８７５

特別支援学校名

浜松市中区葵西五丁目９－１

22 袋井☆

小・中・高
沼津市泉町４－１

沼津聴覚 24 浜北☆

富士市大渕３７７３－１

富士宮市宮北町２３３

御殿場☆

浜松聴覚

28 浜名☆

小・中・高
（訪問）

29

伊豆高原分校☆

小・中・高

掛川市上垂木２９７９－２

浜松市中区幸三丁目２５－１

御殿場市神山１５５３－３

沼津市大塚８２３－１

田方郡函南町塚本９６１ 伊豆の国市寺家２４６－１

小・中・高

31

静岡市駿河区中村町２５１
浜松幼・小・中 25

高小・中・高 27

幼・小・中 26 磐田分校 小・中

城北分校

富士☆

静岡視覚

8 沼津

5 静岡聴覚

7

4

2

高
静岡市清水区八坂東一丁目１６－1

高

12 富士宮分校 高 32 伊豆下田分校☆ 小・中

11

川奈分校
静岡市葵区漆山７９６

13 清水 小・中・高 33 伊豆松崎分校☆

14 静岡北 小・中・高 34 小・中

小・中・高
（訪問）

10 愛鷹分校 高 30 伊東分校☆ 小・中

9 伊豆田方分校

16 藤枝☆
小・中・高
（訪問）

36

小・中・高
（訪問）

静岡南部
小・中
（訪問）

藤枝市前島２２８１－１

榛原郡吉田町片岡２１３０

西部
小・中・高
（訪問）

吉田☆
小・中・高
（訪問）

38 天竜

中央
小・中・高
（訪問）

15 南の丘分校 高
静岡市駿河区有東三丁目４－17 35

19

焼津分校 高 37

駿遠分教室 小・中 39

焼津市焼津五丁目５－２17

18

ねむの木(私立) 小・中・高

島田市福用１１２

掛川市杉谷南一丁目１－２

静大附属(国立) 小・中・高

20 掛川☆ 小・中・高 40

☆：知的障害と肢体不自由の併置

静岡県の
　特別支援学校
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S54 H10 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

視覚 9 4 7 7 10 11 7 6 4 4 6 6 9 7 6

聴覚 47 38 35 45 38 35 27 28 37 35 35 31 30 27 26

計 56 42 42 52 48 46 34 34 41 39 41 37 39 34 32

視覚 62 28 18 21 22 23 22 23 23 23 22 21 22 29 30

聴覚 95 91 91 80 86 80 73 66 53 55 48 47 46 48 51

知的 510 552 881 942 1,000 1,002 1,030 1,061 1,137 1,147 1,199 1,233 1,267 1,306 1,311

肢体 275 322 330 341 339 354 344 359 374 370 364 352 344 341 324

病弱 114 44 51 47 43 40 49 47 55 59 59 54 51 37 18

訪問 357 71 66 77 63 66 59 71 76 77 76 65 67 68 70

計 1,413 1,108 1,437 1,508 1,553 1,565 1,577 1,627 1,718 1,731 1,768 1,772 1,797 1,829 1,804

視覚 36 22 7 6 11 13 15 15 14 15 14 15 14 14 10

聴覚 46 45 37 42 38 43 48 57 55 42 37 30 37 29 24

知的 252 440 605 623 616 624 656 664 682 719 737 753 745 751 774

肢体 155 179 184 182 177 178 198 187 181 169 174 192 184 188 181

病弱 37 41 46 46 39 42 56 43 40 41 47 42 38 39 39

訪問 7 48 29 38 31 43 40 43 40 35 46 52 51 50 49

計 533 775 908 937 912 943 1,013 1,009 1,012 1,021 1,055 1,084 1,069 1,071 1,077

視覚 149 67 56 48 46 45 57 50 44 39 38 36 32 31 31

聴覚 41 32 31 30 33 34 34 35 44 48 50 42 32 30 22

知的 114 499 1,027 1,083 1,174 1,304 1,434 1,501 1,543 1,593 1,644 1,665 1,770 1,776 1,805

肢体 61 182 221 209 199 196 198 201 204 213 210 206 191 201 206

病弱 33 50 45 48 42 49 45 37 30 30 33 35 36 38

訪問 1 13 18 17 15 18 23 36 38 32 25 19 23 29

計 365 814 1,398 1,433 1,517 1,636 1,790 1,855 1,908 1,961 2,004 2,007 2,079 2,097 2,131

視覚 256 121 88 82 89 92 101 94 85 81 80 78 77 81 77

聴覚 229 206 194 197 195 192 182 186 189 180 170 150 145 134 123

知的 876 1,491 2,513 2,648 2,790 2,930 3,120 3,226 3,362 3,459 3,580 3,651 3,782 3,833 3,890

肢体 491 683 735 732 715 728 740 747 759 752 748 750 719 730 711

病弱 151 118 147 138 130 124 154 135 132 130 136 129 124 112 95

訪問 364 120 108 133 111 124 117 137 152 150 154 142 137 141 148

計 2,367 2,739 3,785 3,930 4,030 4,190 4,414 4,525 4,679 4,752 4,868 4,900 4,984 5,031 5,044

（特別支援教育課）

県内の特別支援学校在籍児童生徒数の推移

高
等
部

全
体

※国立・私立を含む。
※幼稚部２歳児は含まない。
※高等部には専攻科を含む。
※御殿場・富士・藤枝・吉田・掛川・袋井・浜北・浜名及び伊東分校・伊豆下田分校・伊豆高原分校の肢体重複障害学級は肢体に含む。
※中央特別支援学校の病弱学級は、病弱に含む。
※平成19年度から、盲・聾・養護学校という障害別の区分がなくなり、特別支援学校に改正された。

幼
稚
部

小
学
部

中
学
部
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小・中学校における特別支援教育 

                                  （義務教育課） 

発達障害等のある児童生徒を支援するため、小・中学校では、特別支援学級等を

設置し、個々の状況に応じた教育を実践している。 

 

１ 現 状（政令市除く） 

（1）特別支援学級の児童生徒数・学級数 

本年５月現在、特別支援学級の児童生徒数は、小学校で2,636人、中学校で1,219

人、学級数はそれぞれ 515、270 となっており、いずれも昨年度より増加している。 
（令和元年５月１日現在） 

児童生徒数      （単位：人）

区分 
知的 情緒 言語 難聴 弱視 肢体 病弱 

計 

（前年比）

学級数 

(前年比) 

小学校 1,707 908 0 3 0 18 0 
2,636 

(+187) 

515 

(+25) 

中学校 864 349 0 0 0 6 0 
1,219 

(+116) 

270 

(+27) 

 

（2）通級指導教室の児童生徒数・学級数 

通級指導教室（比較的障害の程度が軽い児童生徒が、通常の学級に在籍しなが

ら、個々の障害特性に応じて個別の指導を受ける）の児童生徒数は、小学校で

1,778 人、中学校で 117 人となっている。 
（令和元年５月１日現在） 

児童生徒数         （単位：人）
区分 

言語 情緒 難聴 弱視 肢体 LD ADHD 自閉症 計（前年比）

学級数

(前年比)

小学校 751 6 4 0 0 191 262 564 1,778(+129) 69(+5)

中学校 0 1 0 0 0 7 39 70 117(+ 48) 6(+2) 

 

２ 取 組 

(1) 校内における支援体制の整備 

各学校では、学校全体で支援する体制を構築するため、教員の中から「特別支

援教育コーディネーター」を選任し、関係機関と連携しながら、特別な配慮を必

要とする児童生徒の実態把握や支援方法の確認等を行う校内委員会・校内研修を

行っている。 

(2) 研修の実施による資質の向上等 

 教育課程編成や指導方法について理解し、授業実践力を身に付けるため、新任

特別支援学級担任・通級指導教室担当者研修を開催しているほか、新たに取り組

む教員や学校向けに「特別支援学級スタートブック」を作成・配布している。 

(3) 非常勤講師の配置 

   児童生徒の学習などを計画的にサポートする非常勤講師を、多人数の自閉症・

情緒障害学級がある小・中学校に配置している。 
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１　小学校

児童数 学級数 市町数

平成21年度 1,323 334 33

平成22年度 1,435 336 32

平成23年度 1,571 358 33

平成24年度 1,673 367 33

平成25年度 1,740 383 33

平成26年度 1,782 392 33

平成27年度 1,887 408 33

平成28年度 2,033 436 33

平成29年度 2,195 450 33

平成30年度 2,449 490 33

令和元年度 2,636 515 33

２　中学校

生徒数 学級数 市町数

平成21年度 674 173 32

平成22年度 671 174 32

平成23年度 709 175 32

平成24年度 799 191 32

平成25年度 845 193 33

平成26年度 902 216 33

平成27年度 925 219 33

平成28年度 1,001 229 32

平成29年度 1,066 240 32

平成30年度 1,103 243 33

令和元年度 1,219 270 33

県内の特別支援学級の児童数・学級数の推移

※政令市を除く

※政令市を除く

（義務教育課）
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１　小学校

児童数 学級数 市町数

平成23年度 1,063 43 21

平成24年度 1,169 49 22

平成25年度 1,218 53 23

平成26年度 1,293 56 23

平成27年度 1,427 58 24

平成28年度 1,470 59 24

平成29年度 1,510 62 24

平成30年度 1,649 64 25

令和元年度 1,778 69 25

未開設

２　中学校

生徒数 学級数 市町数

平成23年度 0 0 0

平成24年度 0 0 0

平成25年度 0 0 0

平成26年度 0 0 0

平成27年度 21 1 1

平成28年度 18 1 1

平成29年度 45 2 2

平成30年度 69 4 4

令和元年度 117 6 6

県内の通級指導教室の児童数・学級数の推移

※政令市を除く

東伊豆町　河津町　南伊豆町　松
崎町　西伊豆町　清水町　小山町
川根本町

※政令市を除く

（義務教育課）
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静岡県における特別支援教育の在り方 
  

(特別支援教育課) 

１ 策定の経緯 

 静岡県の特別支援教育は、「静岡県における今後の特別支援教育の在り方に
ついて－共生・共育を目指して－」（平成 17 年３月報告）に基づき進められて
きた。 

「障害者権利条約」への署名、批准、「差別解消法」の施行、中教審の「共
生社会の形成に向けたインクルーシブ教育システム構築のための特別支援教
育の推進」の報告等、この 10 年に示された国の方向性を受けて見直し、新た
に平成 28 年４月に「静岡県における共生社会の構築を推進するための特別支
援教育の在り方について－『共生･共育』を目指して－」を策定した。 

 

２ 概要 

(1) 特別支援教育の基本的考え方 

   静岡県では、これまで実施してきた「心のユニバーサルデザイン」の視

点に立つ「共生･共育」に向けた特別支援教育を推進し、社会全体に広げて

いくことで「共生社会」の形成を目指す。 

「共生・共育」を実現するために、インクルーシブ教育システム構築の

理念を踏まえた６つの視点から、各学校段階の支援を充実させる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

(2) 各学校段階における特別支援教育 
    これまでの取組の機能の充実や向上、連携を強化する方向で推進する。 

幼稚園等 

①園内の支援体制の充実 
②「ことばの教室」を含め、幼稚園等と療育施設の並行通園

等学びの場の柔軟な対応 
③個別の指導計画の作成 
④学齢期への確実な引継ぎ 
⑤早期支援を支える関係機関支援システムの構築 
⑥幼児教育段階の専門性の向上 

小 ･ 中 学
校 

①校内の支援体制の機能の向上 
②特別支援学級、通級指導教室、通常の学級における柔軟で

連続性のある学びの場の整備 
③キャリア教育の推進と柔軟な進路決定 
④幼稚園等から小学校、中学校から高等学校への確実な情報

の引継ぎ 
⑤相談支援体制を含めた関係機関との連携の多様性と強化 
⑥研修のさらなる充実と人事的配慮 

＜６つの視点＞
① 支援体制の整備  
② 多様な学びの場の環境整備  
③ 個に応じた指導の充実 
④ 学校間の連携と「交流及び共同学習」  
⑤ 関係機関との連携と外部人材の活用 
⑥ 専門性の向上 
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高等学校 

①校内の支援体制の機能の向上 
②特別な教育課程(通級指導)の研究 
③個別の指導計画の作成、 
④中学からの情報の確実な引継ぎ 
⑤関係機関や特別支援学校との連携 
⑥特別支援教育コーディネーターを含めた全教職員の専門性

向上 

特別支援
学校 

①特別支援学校のセンター的機能として、小中学校への直接
的支援からネットワークの連携の強化へ 

②施設･設備の適正な規模と配置 
③障害の多様化、重複化に対応できる教育内容の充実 
④「交流及び共同学習」の組織的、計画的な実施と副次的な

籍の検討 
⑤地域の支援システムへの参画 
⑥多様化する障害に対応できる専門性の向上と人事的配慮 

 

(3) 地域における総合的な支援体制 

   市町における関係機関が連携して総合的な支援をする地域の支援システ

ムが構築された現状を踏まえ、以下のとおり推進する。 

 乳幼児から生涯にわたる一貫した総合的な支援として、地域の支援シス
テム組織、機能の充実や、居住地における「交流及び共同学習」の副次的
な籍、「交流籍」の活用を推進する。 
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静岡県の特別支援教育体制 

 

１ 就学先の決定 

  子供一人一人の教育的ニーズに応じた支援を保証するため、障害の状態、本人の

教育的ニーズ、本人・保護者の意見、教育学、医学、心理学等の専門的見地からの

意見、学校や地域の状況等を踏まえた総合的な観点から就学先を決定する「就学支

援委員会」が設置されている。 

 

２ 就学後の体制 

 

 

 

複数ある部会の１つ。
本県の特別支援教育の
在り方等を検討 

子供一人一人の状態に応じた個別の指導計
画等を作成し、関係機関と連携しながら、
切れ目のない教育を行っている。 

障害者の支援体制整備について検討

特別支援教育推進会議 
（構成員） 

県教委内関係所属長 
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特別支援学校と居住地域の小・中学校等との交流及び共同学習 

（特別支援教育課） 
 
平成29年5月に改定した「静岡県立特別支援学校における交流及び共同学習実施

指針」に沿って実施している。 
１ 目的 

（1） 特別支援学校に在籍する幼児児童生徒については、地域社会の中で生涯に

わたって自信を持ってたくましく生きていく力を育てる。 

（2） 幼稚園、小学校、中学校、高等学校に在籍する幼児児童生徒や地域の人々

については、障害のある幼児児童生徒への理解を深め、思いやりの気持ち

を育む。 

（3） 障害のある幼児児童生徒と障害のない幼児児童生徒双方については、共に

触れ合う経験を広め、社会性を養い、豊かな人間性や多様性を尊重する心

を育む。 

（4） 障害の有無に関わらず地域の中で共に支え合い育つ共生社会の実現を目

指すとともに、その担い手となる人材を育成する。 

 

２ 実施内容 

 (1)学校間交流 

特別支援学校の幼児児童生徒と、所在地域の小学校等の幼児児童生徒が、特

別活動、総合的な学習の時間、各教科の指導などを実施する。 

(2)地域交流 

特別支援学校の幼児児童生徒と、所在地域の住民等とが、学校行事や地域活

動などを実施する。 

 (3) 居住地域における交流及び共同学習 

特別支援学校小学部又は中学部に在籍する児童生徒と、児童生徒の居住地域

にある小学校又は中学校の児童生徒が、特別活動、総合的な学習の時間、各教

科の指導などを実施する。 

（4） 「交流籍※」を活用した交流及び共同学習（平成29,30年度はモデル的取組

をする沼津市、藤枝市在住の小中学部の児童生徒のみ。31年度から全県実施） 

特別支援学校小学部又は中学部に在籍する児童生徒は、児童生徒の居住地域

にある小学校又は中学校に「交流籍」を置く。そして、「交流籍」を活用し、

特別支援学校の児童生徒と、交流籍のある小学校又は中学校（「交流籍校」と

いう。以下同じ。）の児童生徒が、特別活動、総合的な学習の時間、各教科の

指導などを実施する。 

※「交流籍」…県立特別支援学校の小学部及び中学部に在籍する児童生徒が、

居住する地域の小学校又は中学校に置く「副次的な籍」のこと。

なお、対象児童生徒の学籍は、特別支援学校に置く。 
 
３ 平成30年度実績 
  38校の特別支援学校が、128校園及び310団体と学校の所在地域における交流及

び共同学習を実施した。 

  また、特別支援学校に在籍する508人（29年度実績424人）の幼児児童生徒が、

自分の居住地域にある327校において、交流及び共同学習を実施した。 
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特別支援学校（視覚・聴覚）における早期教育等の現状 

(特別支援教育課) 
１ 早期教育の必要性 

  乳幼児期は、心身の発達が著しく、人間としての基礎を培う上で極めて 

 重要な時期である。 

  特に、障害のある子どもにあっては、できる限り早期に障害を発見し、その

発達に即した教育を行い、乳幼児の障害の状態を改善及び克服させ、望ましい

成長を図ることが必要である。 

 

２ 早期教育の現状 

 (1) 令和元年度幼稚部 幼児・学級数（令和元年５月１日現在） 

学 校 名 ０～２歳 ３ 歳 ４ 歳 ５ 歳 合 計 学級数 

沼津視特  ０ ２ ０ ２ １ 

静岡視特  ０ ２ ０ ２ １ 

浜松視特  ０ ０ ２ ２ １ 

沼津聴特 １３ ７ ５ ０ １２ ３ 

静岡聴特 ０ ０ ２ ３ ５ ２ 

浜松聴特 ０ ２ ３ ４ ９ ３ 

合 計 １３ ９ １４ ９ ３２ １１ 

    ＊ ０～２歳児については教育相談として実施する。 
    ＊ 合計数、学級数とも３歳～５歳児の数 
    ＊ 視特：視覚特別支援学校、聴特：聴覚特別支援学校 

 (2) 視覚に障害がある幼児 

平成10年度、静岡盲学校に乳幼児を対象にした超早期教育として、

乳幼児教室を開設。平成17年度からは浜松盲学校にも相談員を配置し、

浜松医科大学との連携を進めている。沼津視覚特別支援学校には、静岡

視覚特別支援学校に配置された相談員が訪問し、相談・指導を実施して

いる。 

(3) 新生児聴覚スクリーニング検査フォローアップ事業（健康福祉部との

連携） 

静岡県乳幼児聴覚支援センターが、新生児聴覚スクリーニング検査の

結果により聴覚に障害のある、または疑いのある乳幼児及びその親、家

族に対する支援として、必要な治療のための医療機関、療育のための機

関（特別支援学校等）へとつなげる支援を行っている。医療、保健、福

祉機関等と相談支援の状況等の情報把握を行う。 

 

３ 今後の方針 

特別支援教育の体制を推進する中で、障害のある子どものための早期

からの療育支援体制の確立に向け、福祉、保健、医療との連携をより進

めていく。 
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特別支援学校における職業教育と進路指導の充実 

 （特別支援教育課）

 

１ 就業促進強化対策事業 

  特別支援学校生徒が社会自立・社会参加を目指し、職場適応力や社会生活力を養うた

め、一定期間実際の事業所や障害福祉サービス事業所等において行う産業現場等におけ

る実習が、円滑かつ充実して行われるために、協力・依頼先の拡大を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 特別支援学校進路指導と職業教育 

  個別の教育支援計画に基づき、 

   ・小学部からの自立に向けた教育 

   ・作業学習等による職業教育 

   ・産業現場等における実習による 

職業教育 

    （職業適性や障害特性への支援） 

   ・保護者の意識の確立・向上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 課題と対策 

 (1) 高等部入学者の「身辺処理などの日常生活面」、「働くことへの意欲面」など多様化

する実態に対し、一貫した職業教育充実のため、地域の中学校との一層の連携が求め

られる。 

 (2) 障害や受入先の対応、景気の動向などの問題により離職・退所となる場合もある。

卒業後、安定継続した職業生活が送れるよう、地域による就業支援と生活支援の体制

づくりのために関係諸機関への働き掛けや情報交換等が更に必要である。 

地区別就業促進協議会（県内 8 地区） 
伊 

 

豆 

田沼三 

 

方津島 

駿 

 

東 

富 

 

士 

静 

 

岡 

榛志

 

原太

中 

東 

遠 

西 

 

遠 

・事業所開拓 

 ・事業主による学校参観 ・進路情報収集 

  （Ｈ19 に東部地域を３地区に分割） 

各学校での事業 

・進路講演会 ・学校参観 ・保護者説明会 

・産業現場等における実習の事前事後打合せ会 等

就
業
促
進
強
化
対
策
事
業 

進
路
指
導
連
絡
協
議
会 

県

立

特

別

支

援

学

校 

小学部での教育 
 身辺処理の確立 
 興味関心と生活の拡がり 
 基礎的な集団活動 等 

中学部での教育 
 生活習慣の確立 
 人間関係の形成 
 働く体験を通した勤労観 等

高等部での教育 
生活習慣の確立、人間関係の形成、 
勤労観等の向上 

（高１） 
産業現場等 
における実習 
１~２回 
職場見学 

（高２） 
産業現場等 
における実習 
２Ｗ２回 

（高３） 
産業現場等 
における実習 
２Ｗ２回以上 

ｼﾞｮﾌﾞｺｰﾁ制度

早期訓練等

県庁内実習

個別の教育支援計画 
生命維持、身辺自立、集団生活、職業生活、経済生活（教科等） 

家庭、保健・医療・福祉・労働等の関係諸機関との連携 
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特別支援教育充実事業（小・中学校の特別支援学級等における非常勤講師の配置） 

（義務教育課） 

１ 目 的 

  学習障害（LD）や注意欠陥多動性障害（ADHD）などの発達障害を有し、通常の学級に在籍

する児童生徒及び多人数(7、8人)の自閉症・情緒障害学級に在籍する児童生徒の学習等を計

画的にサポートする非常勤講師を配置し、当該児童生徒への特別な教育的支援の充実を図る。 

２ 概 要：定数活用 

 (1) 対 象 

ア 通常学級配置非常勤講師 

毎年９月時点の全県実態調査を元に、通常学級において発達障害がある児童生徒の出

現率が高く、多動性・衝動性の強い児童生徒が多い学校がある市町へ派遣する。ただし、

地域バランスを考慮し、該当校がない市町へも１人派遣する。 

イ  特別支援学級配置非常勤講師 

多人数（7、8人）の自閉症・情緒障害学級を有する学校がある市町へ派遣する。 

 (2) 業務内容 

ア 通常学級配置非常勤講師 

(ｱ) 障害に応じた個別の学習支援等（LD等） 

(ｲ) 不注意、衝動、多動の抑制等に関する生活支援及び学習支援等（ADHD等） 

イ  特別支援学級配置非常勤講師 

(ｱ) 障害に応じた個別の学習支援及び指導 (ｲ) 個別の学習・生活支援及び指導 

 (3) 勤務形態 

   １日４時間を基本とし、週５日、年間35週（年間175日）の範囲内で校長が定める。 

３ 配置数                                 （人） 

【通常学級】 【特別支援学級】 
 

小学校 中学校 計 小学校 中学校 計 

令和元年度 70 31 101 36 ７ 43

平成30年度 77 34 111 24 ９ 33

平成29年度 79 38 117 20 7 27

４ 成果及び課題 

 【成果】 

・授業中、一斉の指示では動き出せない児童に個別に対応し、その子に合った具体的な指

示を出すことで、授業に参加できるようになってきている。そのため、学習意欲が上が

り、理解できることが増えてきている。 

・興奮したり、無気力になったりする生徒に寄り添い、時間をかけて落ち着くまで話し相

手になることで、生徒に安心感を持たせることができている。 

・授業中、「分からない。」と言って困っている子どもを待たせることなく支援すること

ができた。学習意欲や集中力の持続が難しい子どもが多い中、課題を解決しようとして

いるときに、即時支援、評価をすることが大変有効であった。 

・指導した子供の様子を記録簿に細かく記載し、学級担任や教科担任への情報提供を行っ

た。この記録については、ケース会議等で子供の実態を把握する際に大変役立った。 

 【課題】 

  ・非常勤職員と担任、コーディネーターなどとの打合せやケース会議を行いたいが、勤務

時間の関係から時間がとれない。 

・大きな効果が感じられる配置事業であるので、児童が学校にいる時間をカバーできるよ

う年間の配当時数が増えると大変ありがたい。 

・特別支援教育の支援を必要とする児童が増加傾向にあるため、できる限り複数配置され

ることを期待したい。 
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【参考】小・中学校の通常学級の状況に係る調査結果 

「通常学級に在籍する発達障害の可能性のある特別な教育的支援を必要 

とする児童生徒に関する調査」概要（文部科学省調査） 

 

１ 調査方法 

（1）時期 平成 24 年２月から３月 

（2）対象 全国（岩手、宮城、福島の３県を除く）の公立小・中学校の児童生

徒 53,882 人（小学校 35,892 人、中学校 17,990 人） 

（3）質問項目 

 Ⅰ．児童生徒の困難の状況 

   ①学習面（「聞く」「話す」「読む」「書く」「計算する」「推論する」） 

   ②行動面（「不注意」「多動性－衝動性」） 

   ③行動面（「対人関係やこだわり等」） 

Ⅱ．児童生徒の受けている支援の状況 

※医師の診断でなく担任教員等の判断から、発達障害の可能性がある児童

生徒の割合を調査した。 

 

２ 結果概要 

ア 調査対象となった通常学級の児童生徒のうち「知的発達に遅れはないも

のの、学習面又は行動面で著しい困難を示す」とされたのは６．５％ 

①読み書きなどが困難な学習障害（LD）の可能性   ４．５％ 

②注意欠陥・多動性障害（ADHD）の可能性      ３．６％ 

③こだわりが強いなどの高機能自閉症の可能性    １．１％ 

※複数の特徴が重なった児童生徒もあった 

イ 学年別では、学年が上がるにつれて減少傾向を示した 

  小学校 １年 ９．８％、２年 ８．２％、３年 ７．５％ 

      ４年 ７．８％、５年 ６．７％、６年 ６．３％ 

  中学校 １年 ４．８％、２年 ４．１％ ３年 ３．２％ 

ウ 男女別では、男子９．３％、女子３．６％ 

エ アのうち、現在又は過去に何らかの支援（通級指導、授業時間内外での

個別の配慮・支援等）を受けていた児童生徒は５８．２％ 
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県立高校における特別支援教育 

（高校教育課） 

１ 特別な教育的支援を必要とする生徒の状況 

（「特別な教育的支援を必要とする生徒の調査」H30 高校教育課調べ） 

(1) 対象 県立高校 90 校及び市立高校５校に在籍する全生徒 

(2) 調査方法 

H24 文部科学省調査で用いられたチェックシートを参考に、クラス担任や

特別支援教育コーディネーター等複数の教員の視点から、学習面又は行動面

で著しい困難を示し、特別な教育的支援を必要とする生徒を抽出した。 

(3) 調査結果 

・特別な教育的支援を必要とする生徒は 1,308 人、全体の生徒数に対する割

合は 1.93%であり、５年間で人数が２倍近く増加している。 

・課程別では、学年制定時制で生徒全体に占める割合が 23.8％と高かった。 

参考：H25 調査 
課程別 生徒数 該当者数 割合 

該当者数 割合 

全日制 64,007 人 656人 1.02％ 515 人 0.79％

単位制定時制 1,767 人 203人 11.49％ 70 人 3.75％

学年制定時制 1,143 人 272人 23.80％ 112 人 7.61％

通信制 998 人 177人 17.74％ （調査無） 

全体 67,915 人 1,308人 1.93％ 697 人 1.02％

 

２ 県の取組 

(1) 学校支援心理アドバイザーの派遣（H21～） 

臨床心理士を「学校支援心理アドバイザー」として配置。高校からの要請

に基づき、教職員に対して発達障害などの生徒に関する指導・助言、相談に

応じている。令和元年度派遣校 34 校。 

 

(2) コミュニケーションスキル講座（H23～） 

  対人関係の構築が困難な生徒を対象に、専門的な支援を行う講座を、学校 

の授業がない土日などに８回程度開講。令和元年度受講者 14 人。 

 

(3) 通級指導（H30～） 

ア 静岡中央高校（通信制）３キャンパスで自校通級を実施（H30～） 

＜令和元年度の状況＞ 

・対象生徒 42 人。「自立活動」（年間１単位）として開設する。 

・生徒ごとに作成した指導計画をもとに、「個々の生徒が自立を目指し、

障害による学習上又は生活上の困難を主体的に改善・克服する。」こと

を目指す。 

・専門的スキルを有する支援員と同校教諭がティームティーチングにより

指導を行う。 

・個別指導を原則とし、必要に応じてグループ指導を取り入れる。 

・個別・グループ指導に加え、レポートを課す（テストは実施しない）。 

イ 令和元年９月から、希望する県立高校において、専門的スキルを持つ講

師の巡回による通級指導を開始した。 
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＜成果と課題＞ 

・受講生徒の個別の指導計画をもとに、個々の指導内容を定め、個別指導

やグループ指導を通して、多くの生徒が自立を目指し、障害による学習

上又は生活上の困難を主体的に改善・克服することができた。また、単

位認定も行った。 

・昨年度、受講した生徒の中には、今年度も継続して受講する生徒がおり、

通級による指導に一定の効果があったと考えられる。 

・通信制での通級の実施ということで、指導の成果を日常の生活や学校生

活に活かす方策を考える必要がある。 

・専門的なスキルを身につけた教員が少ないのが最大の課題である。小・

中学校と異なり、特別支援学級や通級指導教室の設置がない高等学校の

場合、教員がスキルを身につける場が公に用意されていない現状がある。

そのため、国の加配がついても、適切な人材確保が難しい。 
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高校における精神科医への相談体制整備 

（高校教育課・健康体育課） 

 

１ 目 的 

県立高校には、発達障害等があり特別な教育的支援が必要な生徒が在籍しており、

学校では、これらの生徒並びにその保護者への対応や支援に努めている。しかしな

がら、その対応・支援は、主に教員が培った知見等に基づき行われており、障害の

特性や状態等を踏まえた医療的アプローチはほとんど活用されていない。このため、

医学の立場から指導助言を得られる体制を確保し、学校における適切な対応・支援

に結び付けるとともに、教員の負担感を軽減する。 

 

２ 事業の概要 

 (1) 実施校 

 静岡中央高等学校 定時制の課程 

 (2) 実施頻度等 

   原則として、月 1 回程度、精神科医が学校を訪問（２時間程度）して実施。場

合によっては、学校の特別支援コーディネーター等が精神科医を訪問して行う。 

 (3) 実施方法 

  ・精神科医師が、学校で開催されるケース会議の場に参加し、学校からの生徒へ

の指導、対応や保護者への対応等についての説明に対し、必要な助言を行う。 

ア 医療の専門的立場からのアセスメント・判断に基づく個別生徒への対応

や支援についての助言・指導 

    イ 個別の教育支援計画、個別の指導計画についての助言・指導 

    ウ 保護者からの相談等への対応についての助言・指導 

・内容にもよるが、１回の相談日につき、概ね４ケース程度を相談する。 

  ・医師への相談が円滑に行われるよう、学校において、教育支援計画、指導計画

やケースの概要をとりまとめた資料を用意する。 

 (4) 効果の検証 

精神科医師への相談による効果（生徒や保護者への対応・支援について医師の

助言・指導がどのように役立ったか、教員の指導方法の確認や負担感の軽減につ

ながったか等）をとりまとめ、今後の体制構築に向けて検証していく。 

 (5) 成果と課題 

・ケース会議に参加した教員からは、医学的な見地から専門家の意見を直接聞け

たことによって、これからの方針を決定する大きなヒントになったと報告を受

けている。 

・東部地区や西部地区への拡大に向けて、精神科医の人材確保が課題である。 
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「ふじのくに障害者しあわせプラン」の概要と推進 

（障害者政策課） 

１ 計画の概要 

「ふじのくに障害者しあわせプラン」は、静岡県における障害者施策の基本的方向性を示す

「障害者計画」（障害者基本法）と、その方向性に沿った施策目標を実現するための実施計画で

ある「障害福祉計画」（障害者総合支援法）及び「障害児福祉計画」（児童福祉法）の総称であ

り、障害者施策を総合的に推進していくためのものである。 

平成29年度には新たな「ふじのくに障害者しあわせプラン」を策定し、公表した。 

（経緯） 

・平成19年３月、障害者基本法に基づく「第２次静岡県障害者計画」及び障害者自立支援法（現

在は障害者総合支援法）に基づく「第１期静岡県障害福祉計画」の双方を｢ふじのくに障害者

プラン２１｣として一体的に策定した。 

・その後、平成21年度には「第２期静岡県障害福祉計画」を、平成24年度には「第３期静岡

県障害福祉計画」を策定してきたが、平成25年７月に「第３次静岡県障害者計画」を策定し

たことに合わせ、「ふじのくに障害者しあわせプラン」と改称した。 

 

２ 第４次静岡県障害者計画（計画期間：平成30年度～平成33年度 ４箇年） 

(1)計画の構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 共生社会 

の実現 

２ 自立生活 

の実現 

１ 障害についての正しい理解を社会に広め、障

害の有無によって分け隔てられることなく、

相互に人格と個性を尊重し合いながら『共生

する社会』の実現 

２ 障害のある人が権利の主体として、自分の生

活を自分で選び、決定し、自分の力を発揮で

きる『その人らしい自立生活を送ることがで

きる社会』の実現 

３ 障害のある人もない人も『安心・安全に暮ら

すことのできる社会』の実現 

基 本 理 念 

【基本目標】 

障害のある人が分け隔てられない共生社会の実現 

Ⅰ 障害に対する理解と相互交流の促進 

Ⅱ 多様な障害に応じたきめ細かな支援 

Ⅲ 地域における自立を支える体制づくり 

施策の３本柱 

３ 安心・安全 

の実現 
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(2)計画骨子 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

１ 障害についての正しい理解を社会に広め、障害の有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性

を尊重し合いながら『共生する社会』の実現 

２ 障害のある人が権利の主体として、自分の生活を自分で選び、決定し、自分の力を発揮できる 

『その人らしい自立生活を送ることができる社会』の実現 

３ 障害のある人もない人も『安心・安全に暮らすことのできる社会』の実現 

 
１ 障害者差別解消条例に基づく合理的配慮の提供の推進 

（１）差別のない社会づくり 

（２）権利擁護のための体制の充実 

（３）虐待防止対策の推進 

（４）啓発・広報活動の推進 

（５）地域福祉教育等の推進 

（６）関係団体等との連携強化 

（７）投票しやすい環境の整備 

（８）警察の捜査手続における配慮 

２ 障害者スポーツと文化芸術活動の振興 

（１）東京2020オリンピック・パラリンピックに向けた支援 

（２）障害者スポーツの振興 

（３）文化芸術活動の振興 

 

１ 早期支援体制の整備 

（１）早期発見対策の充実 

（２）早期療育の充実 

２ 教育の振興 

（１）インクルーシブ教育システムの推進と教育相談体制 

の充実 

（２）特別支援教育の充実 

（３）高等部教育の充実 

３ 重症心身障害児（者）に対する支援の充実 

（１）重症心身障害児(者)に対する支援 

４ 発達障害のある人に対する支援の充実 

（１）発達障害のある人に対する支援 

５ 精神障害のある人に対する支援の充実 

（１）精神障害のある人に対する支援 

６ 難病のある人に対する支援の充実 

（１）難病患者に対する支援 

 

１ 相談支援体制の充実 

（１）相談支援の充実 

（２）相談支援従事者等の人材育成 

２ 暮らしを支える福祉サービスの充実 

（１）地域共生社会の推進 

（２）介護保険制度との連携 

（３）福祉人材の養成・確保 

（４）適切なサービスの確保 

（５）コミュニケーション手段の確保による情報保障の充実 

（６）福祉用具・身体障害者補助犬の普及・拡充 

（７）経済的支援制度の充実と普及・啓発 

３ 施設や病院から地域生活への移行の促進 

（１）地域生活移行に向けたサービス環境の整備促進 

（２）グループホーム等の整備・利用促進 

（３）矯正施設退所障害者に対する社会復帰支援の充実 

（４）ボランティア・ＮＰＯ活動の促進 

（５）地域福祉計画等の推進 

（６）施設サービスの充実 

４ 一人ひとりの特性に応じた就労の促進 

（１）就労支援の充実 

（２）雇用対策の推進 

（３）働きやすい環境づくりの推進 

（４）福祉的就労への支援 

（５）物品及び役務サービスの優先調達の推進 

５ 地域での保健・医療体制の充実 

（１）健康づくりの推進 

（２）自殺総合対策の推進 

（３）ひきこもりの状態にある人に対する支援の充実 

（４）地域リハビリテーション体制の充実 

（５）質の高い医療の提供 

６ 施設の防災、防犯対策の推進 

（１）施設における防災体制・防犯対策の充実 

７ 安心して暮らせるまちづくり 

（１）ユニバーサルデザインに基づくまちづくりの整備促進 

（２）誰もが住みやすい住宅整備の促進 

（３）地域における防災体制の充実 

（４）防犯対策の推進 

（５）交通安全対策の推進 

（６）消費者としての利益の擁護及び増進

Ⅰ 障害に対する理解と相互交流の促進 

Ⅱ 多様な障害に応じたきめ細かな支援 

Ⅲ 地域における自立を支える体制づくり 

【基本目標】障害のある人が分け隔てられない共生社会の実現 

基 本 理 念 
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３ 第５期静岡県障害福祉計画及び第１期障害児福祉計画 

（計画期間：平成30年度～平成32年度 ３箇年） 

(1) 特徴（ポイント） 

障害のある人が必要とする障害福祉サービス等が適切に提供されることを目指し、全県及び

８つの障害保健福祉圏域ごとに、次のことを定めた。 

・障害福祉サービス等の提供体制の確保に係る目標（成果目標） 

・障害福祉サービス等の種類ごとの必要な量の見込及びその見込量確保のための方策（活動

指標） 等 

 

(2) 成果目標（サービス提供体制の確保に係る目標）の設定 

国の基本指針に基づき、第４次静岡県障害者計画の基本目標である「障害のある人が分け隔

てられない共生社会の実現」に向けて、障害のある人の自立支援の観点から、地域生活移行や

就労支援といった課題に対応するため、次のサービス提供体制の確保に係る目標（成果目標）

を設定。 

表 主な成果目標 

区  分 成果目標の内容 

福祉施設の入所者の

地域生活への移行 

平成28年度末時点の福祉施設入所者数(3,427人)のうち、 

①3.4％に当たる115人を平成32年度までに削減 

②9.0％に当たる309人を平成32年度末までに地域生活へ移行 

平成 32 年度末までに保険、医療、福祉関係者による協議の場を、

圏域単位では全８圏域で、市町単位では15市町で設置 

平成 32 年度における精神科病院入院者の退院率を、①入院後３か

月時点で69％以上、②入院後６か月時点で84％以上、③入院後 １

年時点で90％以上 

精神障害にも対応し

た地域包括ケアシス

テムの構築 

平成32年度末時点の１年以上長期入院患者数を、平成28年６月末

時点から286人以上減少 

地域生活支援拠点等

の整備 

「親亡き後」を見据えた障害者の地域生活のための機能集約拠点

を、平成32年度末までに県全体で13箇所以上設置 

平成 32 年度における福祉施設から一般就労に移行する人の数が、

平成28年度実績の1.48倍以上 福祉施設から一般就

労への移行 平成32年度末における就労移行支援事業所の利用者が、平成28年

度末実績の1.27倍以上 

平成32年度末までに、児童発達支援センターを14市町・５圏域で

設置し、保育所等訪問支援を利用できる体制を31市町で構築 障害児支援の提供体

制の整備等 ※ 平成 30 年度末までに医療的ケア児のための関係機関の協議の場を

県、圏域単位では全８圏域、市町単位では15市町･５圏域で設置 

※国の指針では、市町が設置を行う事業所や協議の場は、圏域単位での設置も可 
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(3) 活動指標（成果目標を達成するために必要なサービス量）の設定 

成果目標を達成するために必要とされる障害福祉サービス等の量（活動指標）を設定。 
 

○主なサービスの設定                           (単位：人、％) 

実 績 計 画 

第４期計画 H30実績 

（Ａ） 

H30計画 

（Ｂ） 

進捗率 

（Ａ/Ｂ） 

R1計画 

（Ｃ） 

対H30実績

必要増加率

（Ｃ/Ａ） 

訪問系サービス 4,056 4,665 86.9% 4,900 120.8%

日中活動系サービス 19,111 20,189 94.7% 21,162 110.7%

グループホーム 1,965 2,020 97.3% 2,129 108.3%

児童通所系サービス 10,907 9,670 112.8% 10,704 98.1%

 

＜参考＞ 「ふじのくに障害者しあわせプラン」計画期間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

H15
～
18

19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33

障害者計画

障害福祉計画

障害児
福祉計画

ふじのくに
障害者

しあわせ
プラン

　　　　　　　　　年度

計画

1次 第2次計画 第3次計画

第2期計画 第3期計画 第4期計画 第5期計画
(H18～)

第1期計画

第1期計画

第4次計画
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障害のある人に対する就労支援 
 

 

（障害者政策課） 

１ 障害のある人に対する支援策 

(1) 相談 

ア  障害者働く幸せ創出センターでの働くことに関する総合相談窓口開設 

区  分 内  容 
場  所 ５風来館４階（静岡市葵区呉服町） 

管理運営委託先 特定非営利活動法人 オールしずおかベストコミュニティ 令
和
元
年
度

開館日時 平日（月～金）及び第４日曜日の９:00～18:00 

（祝日及びお盆、年末年始を除く。） 
 

イ 障害者就業・生活支援センターにおける生活支援の相談 

生活支援担当職員を各１名配置 

圏域 センター名 委託先 

賀茂 わ （福）覆育会 

熱海伊東 おおむろ （福）城ヶ崎いこいの里 

駿東田方 ひまわり （福）あしたか太陽の丘 

富士 チャレンジ （福）誠信会 

静岡 さつき （福）明光会 

志太榛原 ぼらんち （特）空と大地と 

中東遠 ラック （福）明和会 

西部 だんだん （医社）至空会 

 

(2) 施設等での訓練 

ア 就労訓練を行う障害福祉サービス 

区 分 事業所数（H31.4.1現在） 

就労移行支援  94か所 

就労継続支援（Ａ型） 103か所 

就労継続支援（Ｂ型） 354か所 

就労定着支援  37か所 

自立生活援助   7か所 

 

イ 知的障害者居宅介護職員養成研修事業（令和元年度） 

項  目 内  容 

実施地区 県内４地区（東部・中部・西部・伊豆地区） 

委 託 先 一般社団法人静岡県社会就労センター協議会 

対 象 者 障害のある人で介護現場等へ一般就労を希望する人 

講義時間 195時間＋修了試験（１時間） 

受講者数 東部・中部・西部地区：25名 伊豆地区：募集中 

研修期間 
東部・中部・西部地区：令和元年８月～令和元年12月 

伊豆地区：令和元年９月～令和元年12月 

内  容 身体介護を含む訪問介護を学ぶ研修 
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発達障害者支援センターの機能強化 

（障害福祉課） 
１ 要旨 

・発達障害者支援センターについては、相談内容が複雑化・多様化する中、県民に

より身近な場所で専門的な支援を提供する体制を整えるため、令和２年４月から、

東部発達障害者支援センターと中西部発達障害者支援センターの２か所体制と

するとともに、運営を発達障害のある人への支援の専門的な知識や経験のある 

民間法人に委託することとし、４月５日から委託法人の公募を行った。 
・令和元年５月31日に発達障害者支援センター運営業務委託先審査選定委員会  

を開催し、応募のあった２法人について、専門性が高く、運営を委託する法人と

して適当であるとの意見を得て、委託法人として選定し、７月31日に委託契約を

締結した。 

２ 委託内容 

再配置（令和２年４月～） 
区分 

現在 

(～令和２年３月) 東部センター 中西部センター 

委 託 先 県直営 
特定非営利活動法人 

自閉症ｅサービス 

一般社団法人 

たけのこ 

設置場所 
静岡市内 

(沼津市：出張相談)

沼津市内 

(沼津駅から徒歩約８分)

島田市内 

(島田駅から徒歩約５分)

所管地域 
政令市を除く 

全域 

賀茂、熱海伊東、 

駿東田方、富士 

志太榛原、中東遠、 

湖西市 

職員体制 

（非常勤含む）

12人 

（うち医師１人）

９人 

(うち医師１人)  

７人 

(うち医師１人)  

業務内容 
相談支援、発達支援、就労支援、普及啓発及び研修 

（医師による医学的判断・診断的評価も実施） 

３ 委託法人の概要 

 東部センター 中西部センター 

法 人 名 特定非営利活動法人自閉症ｅサービス 一般社団法人たけのこ 

所 在 地 大阪府大阪市中央区上本町 大阪府箕面市萱野 

事業内容 

○自閉症を始めとした発達障害児

者支援 

・支援者向け講座等人材育成 

・支援機関へのコンサルテーション 

・障害福祉サービス事業 

○全国ネットの構築 

・県内にも「自閉症ｅサービス

＠しずおか」あり 

○発達障害児療育事業、就労支援事

業 

・児童発達支援事業所 

・放課後等デイサービス 

・就労継続支援Ｂ型事業所 

○発達支援プログラム等の開発 

（(公社)子どもの発達科学研究所

(浜松市に事業所あり)と連携） 

配置予定

職 員 

(主な経歴)

・就労支援施設長経験者 

・県発達障害者支援ｾﾝﾀｰ経験者（２人）

・障害福祉事業所経験者 

・療育センター経験者   等 

・障害児施設長経験者 

・県発達障害者支援センター経験者 

・特別支援学校経験者 

・保育所、障害児通所施設経験者 等
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４ 業務委託 

区分 内容 

継 続 的

相    談

・相談者の了解を得て、県職員とチーム（県職員１人＋法人

職員１人）を組んで相談対応（×２チーム） 

・複数回相談があった場合は、徐々に法人職員（２人）にシフ

トして、継続相談案件を引継ぎ 

相
談
支
援
業
務 新規相談 ・法人職員（２人）による新規相談対応 

事務引継等業務

・研修事業の実施、連絡会への参加等 

・各支援機関等の現状と課題を共有し、質の高い発達障害者

支援につなげていく 

新センター 

開設準備業務 

・設備整備に伴う工事発注・完成検査等業務 

・事務所借上げに伴う支払等業務 

・事務所開設準備 

５ スケジュール 

 Ｒ元.７月 Ｒ元.８月 Ｒ元.９月～Ｒ２.３月 Ｒ２.４月

法人 
選定 

●７/31 
契約 

法人 

業務 

(委託) 

 
 
 
 
 

新センター
開設 

 
６ 予算                            （単位：千円） 

区分 内容 Ｈ30当初 Ｒ元当初 

現センター

運 営

・本所（静岡総合庁舎内） 

・相談支援、人材育成ほか 
29,830 28,870

センター業務委託（Ｒ元.９～） 

・相談支援 
－ 14,634

施設等借上げ（Ｒ元.８～） 

・事務所賃借料、光熱水費ほか 
－ 41,888

施設整備等 

・回線工事、レイアウトほか 
－ 36,660

開設準備 

・備品整備、広報啓発ほか 
－ 10,128

新センター

整 備

小計 － 103,310

発
達
障
害
者
支
援
セ
ン
タ
ー
運
営
費 計 29,830 132,180

東 部 地 域 発 達

障害者支援体制

強 化 事 業 費

・県東部地域の支援体制を強化 

・相談支援、人材育成、医療機関

研修ほか 

29,100 29,250

合 計 58,930 161,430

 

 

９～３月 

東部２人・中西部２人への業務引継ぎ 
借上事務所の施設等整備
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７ 審査選定委員会の概要 

ア 開催概要 

開催日時 令和元年５月31日（金）午後１時30分～５時 

場  所 障害者働く幸せ創出センター（５風来館） 

小出 隆司 静岡県手をつなぐ育成会 会長 

津田 明雄 静岡県自閉症協会 会長 

出水 巌生 静岡県知的障害者福祉協会 副会長 

高木 誠一 特定非営利活動法人静岡県作業所連合会・わ 理事長 

香野 毅 静岡大学教育学部 教授 

伊賀 匡 教育委員会特別支援教育課長 

佐々木 よしえ
(独)高齢・障害・求職者雇用支援機構静岡支部 

静岡障害者職業センター所長 

委  員 

田光 祥浩 健康福祉部障害者支援局長 

審査方法 

審査は、39項目計270点満点として８人により審査し、６割（1,296点）

以上が合格ライン。結果、（特非）自閉症ｅサービス、（一社）たけのこ

の両者とも合格となった。 
 
イ 委員意見等 

・東部、中西部とも発達障害に関して専門性を有する法人で、経験を有するスタ

ッフがおり、安心した。 

・県内各地域において、発達障害者支援センターが学校や相談事業所などの関係

機関が連携し、発達障害のある人への支援体制が整備されることを期待する。 

等 

 

８ 他県の状況 

（１）委託 

平成30年６月１日現在、全国98か所の発達障害者支援センターのうち３／４が、 

民間法人等に委託している。 

直営 

26か所 

仙台市（２）、山形県、福島県、栃木県、群馬県、埼玉県、さいたま市、

神奈川県、相模原市、山梨県、長野県、岐阜県、静岡県、愛知県、

名古屋市、新潟県、石川県、神戸市、岡山市、徳島県（２）、愛媛県、

高知県、長崎県、鹿児島県 

（２）複数配置 

17 

道県市 

北海道（３）、青森県（３）、仙台市（２）、埼玉県（２）、千葉県（２）、

横浜市（２）、三重県（２）、石川県（２）、福井県（３）、滋賀県（２）、

兵庫県（６）、岡山県（２）、徳島県（２）、福岡県（２）、佐賀県（２）、

熊本県（２）、宮崎県（３） 

※（ ）は、か所数 
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９ 債務負担行為の設定 

令和元年度の県発達障害者支援センターにおける相談支援業務の一部委託につい

ては、2020年度以降の発達障害者支援センター運営業務委託と一体の業務である 

ため、債務負担行為を設定している（令和２～６年度（５か年分））。 

事 項 期 間 摘 要 

発達障害者支援

センター運営業

務委託契約 

令和元～ 

６年度 

・債務負担行為限度額（令和２～６年度分） 

… 710,000千円 

・委託予定額（令和元～６年度分） 

… 803,000千円 

・令和元年度計上予算額   …  93,000千円 

 

  

（参考１）発達障害者支援センターにおける新規相談実績       （単位：件） 

区  分 Ｈ20 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 

新 規 相 談 件 数 745 1,436 1,431 1,379 1,024

東 部 
（富士以東） 

328
(44.0％)

718
(50.0％)

658
(46.0％)

593
(43.0％)

473
(46.2％)

中 西 部 
（藤枝以西） 

198
(26.6％)

374
(26.0％)

418
(29.2％)

442
(32.1％)

306
(29.9％)

政 令 市 
141

(18.9％)
247

(17.2％)
264

(18.4％)
225

(16.3％)
173

(16.9％)

地
域
別 

県外・不明 
78

(10.5％)
97

( 6.8％)
91

( 6.4％)
119

( 8.6％)
72

( 7.0％)

1 8 歳 以 下 
595

(79.9％)
549

(38.2％)
454

(31.7％)
451

(32.7％)
319

(31.2％)

1 9 歳 以 上 
132

(17.7％)
802

(55.9％)
917

(64.1％)
862

(62.5％)
668

(65.2％)

年
齢
別 

不 明 
18

( 2.4％)
85

( 5.9％)
60

( 4.2％)
66

( 4.8％)
66

( 3.6％)

浜松市 

センター 

静岡市 

センター

県全域の支援体制を構築 

東部 

センター

中西部 

センター
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（参考２）発達障害者支援センターにおける新規相談実績（年齢別）  （単位：件） 

 Ｈ20 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 

新 規 相 談 件 数 745 1,436 1,431 1,379 1,024

就 学 前 
101

(13.6％)
85

( 5.9％)
86

( 6.0％)
63

( 4.6％)
55

 (5.4％)

小 学 生 
321

(43.1％)
224

(15.6％)
179

(12.5％)
198

(14.3％)
117

(11.4％)

中 学 生 
101

(13.6％)
135

( 9.4％)
96

( 6.7％)
88

( 6.4％)
65

( 6.4％)

高 校 生 ・ 
青年(19歳未満) 

72
( 9.7％)

105
( 7.3％)

93
( 6.5％)

102
( 7.4％)

82
( 8.0％)

1 9 歳 以 上 
132

(17.7％)
802

(55.8％)
917

(61.4％)
862

(62.5％)
668

(65.2％)

不 明 
18

( 2.4％)
85

( 5.9％)
60

( 4.2％)
66

( 4.8％)
37

( 3.6％)

  ※主な相談内容…診断・相談・支援を受けられる機関について、生活面・家庭で

家族ができること、発達障害かどうか知りたい 等 
 
（参考３）教育委員会主催の研修会等への講師派遣（Ｈ30年度） 

研修名 実施日 主 催 内 容 
東部地区特別支援学校間
ネットワーク担当者会議

Ｈ30.10.４
東部地区特別支援 
学校間ネットワーク 

事 例 検 討 へ の
助言 

新 規 採 用 養 護 教 員
校 外 研 修

Ｈ30.12.３
県教育委員会健康 
体育課 

講義「発達障害に
ついて」 

 
（参考４） 

 

 

 

静岡県における発達障害支援の体系

発見・スクリーニング 診断・検査

吉原林間

短期入所

専門外来

地域支援

こども病院

入院機能

困難事例

こころの
医療センター

入院機能

困難事例

二次障害の治療

ライフ

ステージ 乳・幼児期 学童期 青年期以降

乳幼児健診（母子保健）
育児相談・発達相談
親子教室での支援

早期療育

障害児保育

児童発達支援センター等での療育

特別支援教育 高等学校等
での支援

放課後デイサービスでの支援

市町身
近
な
地
域
の
支
援
・
医
療

専
門
性
の
高
い
支
援
・
医
療

就労支援
生活支援

市町等

県、市町 県、市町等 国、県、市町等

連携

地域の

医療機関

市町

障害福祉サービス
事業所での支援

国、県、市町等

普及啓発・研修、関係機関との連携・調整

発
達
障
害
者
支
援
セ
ン
タ
ー

県、政令市

相談支援、発達支援 就労支援、生活支援

地域で生活

静岡県における発達障害支援の体系

発見・スクリーニング 診断・検査

吉原林間

短期入所

専門外来

地域支援

吉原林間

短期入所

専門外来

地域支援

こども病院

入院機能

困難事例

こども病院

入院機能

困難事例

こころの
医療センター

入院機能

困難事例

こころの
医療センター

入院機能

困難事例

二次障害の治療

ライフ

ステージ 乳・幼児期 学童期 青年期以降

乳幼児健診（母子保健）
育児相談・発達相談
親子教室での支援

早期療育

障害児保育

児童発達支援センター等での療育

特別支援教育 高等学校等
での支援

放課後デイサービスでの支援

市町身
近
な
地
域
の
支
援
・
医
療

専
門
性
の
高
い
支
援
・
医
療

就労支援
生活支援

市町等

県、市町 県、市町等 国、県、市町等

連携

地域の

医療機関

市町

障害福祉サービス
事業所での支援

国、県、市町等

普及啓発・研修、関係機関との連携・調整

発
達
障
害
者
支
援
セ
ン
タ
ー

県、政令市

相談支援、発達支援 就労支援、生活支援

地域で生活
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小・中学校における外国人児童生徒等への対応 44 

小・中学校における日本語指導の現状 47 

中学校夜間学級（夜間中学） 48 

県立高校における外国人生徒への支援 49 

子どものための日本語学習支援基金 

～外国人の子ども教育支援基金事業～ 
52 
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多文化共生施策の推進 
 

                          （多文化共生課） 

１ 要  旨 

新たな在留資格の創設等に伴い、外国人県民の増加が見込まれる中、今後の社会情勢

の変化や新たな課題に迅速に対応していくため、静岡県多文化共生推進本部（以下「推

進本部」という。）を中心とした多文化共生推進体制を拡充・強化する。 

 

２ 推進体制 

 ・推進本部会議を計画的に開催し、全庁的な施策推進、進行管理 

 ・副本部長（くらし・環境部理事（多文化共生担当））を置き、全庁調整を迅速化 

・部局横断的な課題に対応するため、「危機管理・生活・教育・活躍」の４つのプ

ロジェクトチームを設置 

 ・課題の整理、施策の検討を行い、必要に応じ予算措置 

 

多⽂化共⽣推進体制

○ 多文化共生施策に係る課題を総括し、全庁的な政策推進、進行管理を一元的に行う体制を整備

静岡県多文化共生推進本部

本部長：副知事

地
域
外
交
局

政
策
推
進
局

危
機
管
理
部

経
営
管
理
部

く
ら
し
・
環
境
部

文
化
・
観
光
部

健
康
福
祉
部

経
済
産
業
部

交
通
基
盤
部

教
育
委
員
会

警
察
本
部

幹事会
（関係課長、企画政策課長等）

意見

報告
副本部長：くらし・環境部理事（多文化共生担当）

 外国⼈県⺠ H27以降増加（H26：75,115⼈ → H30：92,459⼈※）
 就労 ⽬的   新  在留資格 創設（特定技能）

・世界的なスポーツイベントの開催（オリ・パラ）

外国⼈県⺠ 今後更 増加外国⼈県⺠ 今後更 増加

危機管理 生活

教育 活躍

プロジェクトチーム
（本部長特命事項）

（計画の推進・進捗管理）
※法務省

在留外国人統計

静
岡
県
多
文
化

共
生
審
議
会

連携

市
町
・
国
際
交
流

協
会
等

 
３ 各プロジェクトチームにおいて優先的に取り組むテーマ 

ＰＴ テーマ 

危機管理 災害時における外国人への情報発信の強化 

教 育 将来を見据えた子どもの教育支援 

生 活 外国人が安心して受診できる体制の整備 

活 躍 （昨年度のＰＴで検討した今年度事業の進捗状況を踏まえ今後検討）
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多文化共生推進本部における対応状況（日本語による教育の推進） 

（多文化共生推進本部教育ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑ(PT)） 

１ 多文化共生推進体制の構築 

・外国人県民はH27以降増加傾向（H26：75,115人→H30：92,459人） 

・就労目的の新たな在留資格の創設（特定技能）、世界的なスポーツイベントの開催

（オリ・パラ）等により更なる増加が見込まれる 

 

・本年度、多文化共生推進本部（本部長：副知事）を設置し、全庁的な政策を推進 

・本部長の下、４つのプロジェクトチーム（教育、危機管理、生活、活躍PT）を設置 

・教育PTでは「将来を見据えた子供の教育支援（日本語指導等）」を最重点に検討 

 （主な構成課：教育政策課、義務教育課、くらし・環境部多文化共生課） 

 

２ 現状と課題（PTでの検討） 

（１）外国人児童生徒等の増加 

外国人児童生徒が増加しており、現状、そのうちのかなりの児童生徒が日本語

能力が不十分で、特別な指導・支援が必要となっている。 

項  目 H27  H30 

外国人児童生徒数（小・中・高、政令市含む） 4,871人  5,888人 

日本語指導が必要な児童生徒数（小・中） 1,305人  1,827人 

日本語指導が必要な児童生徒数（特支） －  38人 

日本語指導が必要な生徒数（高校） －  178人 

（２）市町における支援員等の配置等 

一部の市町では、小中学校への支援員等の配置や就学前の指導（プレクラス）

を行っているが、市町により取組に差が生じている。 
項  目 H27  H30 

支援員等の設置市町数 16市町  18市町 

配置されている支援員等の数 73人 
 112人 

市町ごと1人～31人

日本語指導が必要な児童生徒が在籍して
いても支援員等を配置していない市町数 

６市町  ７市町 

プレクラス等設置市町数 ７市  ７市 

 

３ PTにおける対応案（下線は9月補正予算関係） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

日本語による教育を実践するため 

（１）外国人児童生徒への日本語指導を行う教員（非常勤講師）の配置 

（２）市町支援員等の設置充実の働きかけ及び支援策（財政支援含む）検討 

（３）各市町・学校の対応が容易となるような環境を整備 

（取組例） 

・日本語指導に係るスキル向上のため、教員や支援員等を対象にした研修 

・学校において「やさしい日本語」を普及するためのモデル事業 

 ・特別支援教育（県立学校含む）支援のためバイリンガル相談員派遣の充実 

・保護者等のための多言語リーフレットの作成 
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４ 令和元年度９月補正予算 

日本語指導を必要とする子ども支援事業費（37,000千円） 

外国人児童生徒の増加に対応するため、小・中学校に非常勤講師を配置するな

ど新たな支援策を実施する。 

区  分 内    容 ９月補正 

非常勤講師の配置 

外国人児童生徒に対する特別の教育課
程を編成し、日本語指導を行うための
非常勤講師を小・中学校に配置 
・70 人（17 市町 週 10 時間／人） 

31,603 千円

学校における「やさし
い日本語」活用推進 

「やさしい日本語」の活用推進のため、
アドバイザーを学校に派遣（モデル校
２校） 

2,518 千円

支援員養成研修 
県内市町が任用する支援員を養成する
研修の開催 
・３会場×３回 

 2,095 千円

リーフレット作成 

保護者等が日本の学校制度を理解する
ためのリーフレットを作成 1,500 部
（ポルトガル語・フィリピノ語、スペ
イン語） 

  784 千円
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（義務教育課） 

１ 外国人児童生徒等への対応 

外国籍・日本国籍を問わず、日本語で日常会話が十分にできない者や、日

常会話ができても、学年相当の学習言語能力が不足し、学習活動への参加に

支障が生じている者については、「日本語指導が必要な児童生徒」として、

必要な指導を行っている。（外国籍の児童生徒については就学義務はないが、

基本的に日本国籍の児童生徒と同様の扱いをしている。） 

 

２ 在籍の状況（政令市除く） 

県内で日本語指導を必要とする児童生徒数は増加傾向にあり、県西部に集

住傾向があるが、近年、県東部に少数在籍校が増加してきている(散在化）。

また、ポルトガル語を母語とする児童生徒が半数を占める。 

(1) 日本語指導を必要とする児童生徒数の変遷        （単位：人） 

年度 国籍 H23 H25 H28 H29 H30 R1 

外国籍 942 886 1,013 1,124 1,280 1,402
小学校 

日本国籍 ― 123 91 66 117 117

外国籍 394 356 358 338 394 465
中学校 

日本国籍 ― 34 22 12 36 46

合計 1,336 1,399 1,484 1,540 1,827 2,030

―：データなし 

(2) 日本語指導を必要とする児童生徒の市町別在籍状況（R1.5.1 現在)(単位：人） 

沼津市 熱海市 三島市 富士宮市 伊東市 富士市 御殿場市 下田市 裾野市 伊豆市  

117 1 7 31 12 139 47 1 8 0  

伊豆の国市 東伊豆町 河津町 南伊豆町 松崎町 西伊豆町 函南町 清水町 長泉町 小山町 静東計

3 2 0 3 0 0 0 51 0 0 422

島田市 焼津市 掛川市 藤枝市 御前崎市 菊川市 牧之原市       

20 227 151 74 36 163 55        

吉田町 川根本町 磐田市 袋井市 湖西市 森町        静西計

40 2 428 266 142 4        1,608

※参考 静岡市 107 人・浜松市 1,359 人 

 

(3) 言語別児童生徒数（R1.5.1 現在）           （単位：人） 

 ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ スペイン ﾌｨﾘﾋﾟﾉ 英語 中国語 ベトナム その他 合計 

小学校 811 155 340 18 71 23 101 1,519

中学校 244 43 150 8 28 3 35 511

合 計 1,055 198 490 26 99 26 136 2,030

構成比 52.0% 9.8% 24.1% 1.3% 4.9% 1.3% 6.7% 100.0%

小・中学校における外国人児童生徒等への対応 
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３ 学校等での指導 

  学校では、一人一人の滞在期間や日本語習得状況、生活への適応状況など

を考慮して、特別の教育課程を編成し、指導を行っている。 

(1) 学習内容 

   ①サバイバル日本語（日本の学校生活や社会生活について必要な知識） 

   ②日本語基礎（文字や文型など、日本語の基礎的な知識） 

   ③教科指導（必要な教科等の内容と日本語の表現を組み合わせて学ぶ） 

(2) 指導方法 

   ・プレクラス（学校外） 

就学前に年齢や日本語能力に応じた日本語指導を行う。 

   ・取り出し授業 

一人一人の状況に応じて特別の教育課程を編成し、別教室できめ細か

な指導を行う。 

   ・入
はい

り込
こ

み授業 

在籍する学級で他の児童生徒とともに授業を受ける際に、支援員等が

近くで個別に支援する。 

特別の教育課程の編成状況（令和元年 5 月 1 日現在）   （単位：人） 

平成 30 年度 令和元年度 
区 分 

要日本語 
うち特別課程 

で対応 
要日本語 

うち特別課程 
で対応 

外国籍 1,280 912 1,402 1,038
小学校

日本国籍 117 61 117 77

外国籍 394 242 465 322
中学校

日本国籍 36 16 46 20

 

４ 指導を進めるための取組 

(1) 市町における支援員等の配置等 

市町立小・中学校の児童生徒への対応は学校設置者である市町教育委員会

が行っている。 

一部の市町では、外国語に堪能な支援員等の配置や就学前の指導（プレク

ラス）を行っているが、市町により取組に差が生じている。 

項  目 平成 30 年度 

支援員等の設置市町数・人数 18 市町 112 人（市町ごと 1 人～31 人）

プレクラス等設置市町数 7 市 

  

(2）県教委の取組 

ア 外国人児童生徒等支援加配教員の配置 

日本語指導が必要な児童生徒が多い学校に加配教員を配置し、特別の教育

課程を編成、個別に日本語指導を実施している。 

R 元.5.1 現在 配置校数（前年度比） 配置人数（前年度比） 

小学校 37 校（＋４） 42 人（＋５）※５校２人配置

中学校 12 校（＋２） 12 人（＋２） 
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イ 外国人児童生徒トータルサポート事業 

（令和元年度事業費 15,700 千円 国庫 1/3） 

(ｱ) 日本語指導コーディネーターの配置 

日本語指導体制構築のためのコーディネータを４人配置し、教職員 

や市町教育委員会に対して、具体的な支援方法やカリキュラム作成につ

いて指導・助言を行っている。 

 

(ｲ) 外国人児童生徒ｽｰﾊﾟｰﾊﾞｲｻﾞｰ（ＳＶ）・外国人児童生徒相談員の配置 

児童生徒の出身国の言葉に堪能で生活文化等に詳しい者をＳＶ、相談 

員として配置し、児童生徒の日本語能力測定や児童生徒への母語による

支援等を行っている。 

R 元.5.1 現在 ＳＶ 相談員 対応言語※ 

静東管内 １人 ７人 

静西管内 １人 10 人 

ポルトガル語、中国語、 
スペイン語、フィリピノ語、
ベトナム語 

※当該言語を母語とする児童生徒数が 10 人以下の市町へ支援している。 

 

ウ 研修会の開催 

担当教員等の研修会や日本語支援のための研修会を県内 13 会場で開催

している。 

 

５ 課題と今後の対応 

対応が必要な言語の数も増えており支援員の確保が大変難しいこと、定住

化傾向により高校進学率が高まる中、教科学習支援が更に必要となっている

ことなどから、加配教員をはじめ、スーパーバイザーや相談員、市町配置の

支援員などの必要な人材の一層の確保・充実が必要となっている。 
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小・中学校における日本語指導の現状 
 

(義務教育課) 

１ 国の措置による教員の加配（日本語指導を必要とする児童生徒への対応） 

  

 

 

 
 

※平成29年度から10年かけて、外国人児童生徒支援加配教員が基礎定数化されてい

る最中であり、上記にも一部定数内の教員が含まれている。 

 

２ 特別の教育課程の編成 

(1) 概要 

平成26年4月の学校教育法施行規則の改正により児童生徒一人一人に対応した特別

の教育課程の編成が制度化され、日本語指導の充実が図られた。 

   特別の教育課程に基づく取り出し授業は、教員でなければ行えないが、日本語指

導を必要とする児童生徒がいる学校全てに国からの加配教員が行き渡っていないた

め、加配教員がいない学校では対応に苦慮している。 

 (2) 特別の教育課程の編成・実施の具体 

   ①指導内容：児童生徒が日本語で学校生活を営み、学習に取り組めるようになるた

めの指導 

   ②指導対象：小･中学校に在籍する日本語指導が必要な児童生徒（国籍不問） 

   ③指 導 者：日本語指導担当教員（教員免許を有する教員）及び指導補助者 

   ④授業時数：年間10単位時間から280単位時間までを標準とする 

⑤指導の形態及び場所：原則､児童生徒の在籍する学校における「取り出し」指導 

※ 指導の要否は、校長が判断する。 

 (3)日本語能力測定方法（DLA:Dialogic Language Assessment）の活用 

ねらい：子供たちの言語能力･どのような支援が必要であるかを把握し、特別の教

育課程の編成・実施に活用する 

対 象：日常会話はできるが、教科学習に困難な児童生徒 

特 徴：対話型で実施（テストではない･ほめて励ます材料とする･学びの機会） 

導入会話→語彙力チェック→ＤＬＡ（話す・読む・書く・聴く） 

※導入会話と語彙力チェックは30分程度で実施できるが、４領域につい

ては、かなりの時間を要する。 

  

３ 研修等の充実 

(1) 外国人児童生徒教育担当教員等研修会（２会場で開催） 

内容：中央研修参加者の伝達講習、概要の講義、グループ協議 

(2) 日本語指導が必要な児童生徒支援研修会（13会場で開催） 

講師：日本語指導コーディネーター  

内容：特別の教育課程の編成･実施について 

 (3) 帰国外国人児童生徒教育連絡協議会（県多文化共生課との連携） 

 講 師：文部科学省総合教育政策局 男女共同参画共生社会学習・安全課 

外国人児童生徒等教育専門官（併）日本語指導調査官 

   参加者：関係市町教育委員会指導主事等 

静東教育事務所管内 静西教育事務所管内  

小学校 中学校 小学校 中学校 

計 

配置校数 ８校 １校 29校 11校 49校 

配置人数 ８人 １人 34人 11人 54人 
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中学校夜間学級（夜間中学） 

（義務教育課） 

 

１ 夜間中学とは 

様々な理由により義務教育を修了できなかった人、不登校のためにほとんど学校に通

えなかった人、本国で義務教育を修了していない外国籍の人などを対象とする学校で、

教員免許を持つ公立中学校教員による授業が行われ、全課程修了により、中学校卒業資

格が得られる。 

 

２ 国や他県の動向 

「義務教育の段階における普通教育に相当する教育の機会の確保等に関する法律」（平

成28年12月）を受け、文部科学省では、全都道府県に少なくとも一つの夜間中学を設置

するよう求めている。平成31年４月には新たに、埼玉県川口市、千葉県松戸市に公立夜

間中学が開設され、現在は９都府県の27市区に33校が設置されている。また、全国で80

自治体（６県、74市町村）が、協議会設置等の準備・検討を行っている（平成29年８月

の文部科学省調査）。 

 

３ 夜間中学に関する聞き取り調査（平成30年度実施） 

 (1) 内 容 

   夜間中学に対する県民の潜在的ニーズを把握するため、ひきこもり傾向にある人や

外国人を対象として、聞き取り調査を実施 

 (2) 調査結果    

本県においても、夜間中学に対する潜在的なニーズが少なからずあり、設置を検討

していく必要性がある。（調査対象108人中、夜間中学希望者は70人） 

 

４ 今年度の取組 

 (1) 夜間中学研修会の開催 

対 象 各市町教育委員会担当者 

日 時 令和元年７月 26 日（金） 

内 容 
・夜間中学説明会の実施 

・夜間中学設置の必要性や県ニーズ調査の結果の伝達 等 

 (2) 夜間中学設置検討意向調査の実施 

    各市町教育委員会に、夜間中学設置検討意向の有無を調査 

 (3) 夜間中学設置検討会の実施 

    設置検討意向のある市町とともに、それぞれの役割を整理 
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日本語指導が必要な

生徒の進路状況(2017)

進学

19%

就職

72%

無業

6%

帰国

3%

県立高校における外国人生徒への支援 
（高校教育課） 

１ 現状 

(1) 県内公立高等学校に在籍する外国人生徒数 

 ア 生徒数の変遷 

  県内公立高校に在籍する外国人生徒は増加している。 

 

                  

 

 

 

 

 

 

 

    
 
 
 

イ 国籍・母語別の状況 

(ｱ) 国籍別状況（令和元年度） 

定時制課程に占める割合が高く、国籍はブラジルが半数以上を占めている。     

国籍 
課程 

生徒 
総数 

外国人

生徒数 ﾌﾞﾗｼﾞﾙ ﾍﾟﾙｰ 中国 ﾌｨﾘﾋﾟﾝ ﾍﾞﾄﾅﾑ ﾀｲ 他 

全日制 62,668 490 252 44 27 100 16 4 47 

定時制 2,874 302 160 31 6 83 8 2 12 

通信制 1,303 21 16 2 0 2 0 0 1 

計 66,845 813 428 77 33 185 24 6 60 

   (ｲ) 母語別日本語指導が必要な生徒数（平成 30 年度） 

日本国籍で日本語指導を必要とする生徒も少数在籍する。母語別では、ポ

ルトガル語、フィリピノ語が多い。 
母語 

課程 計 
外国
籍 

日本 
国籍 ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ ｽﾍﾟｲﾝ 中国 ﾌｨﾘﾋﾟﾉ ﾍﾞﾄﾅﾑ ﾀｲ 他 

全日制 39 37 2 15 0 6 11 1 1 5

定時制 148 141 7 74 17 2 45 3 0 7

計 187 178 9 89 17 8 56 4 1 12

 

(2) 外国人生徒の進路状況（平成 29 年度） 

  公立高校を卒業した外国人生徒のうち、７割以上が就職し、そのうち半数は非

正規職となっている。 

 
 
 
 

 

正規 49% 
就職 

非正規 51% 

県 内 公 立 高 等 学 校 に お け る

外 国 人 生 徒 数

7 2 8
7 3 9

7 5 3
7 6 6

8 1 7 8 1 4

6 8 0

7 0 0

7 2 0

7 4 0

7 6 0

7 8 0

8 0 0

8 2 0

8 4 0

2 0 1 3 2 0 1 4 2 0 1 5 2 0 1 6 2 0 1 7 2 0 1 8
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２ 県の取組 

(1) 外国人生徒選抜（平成 31 年度選抜の例） 

一般選抜に併せて実施する特別選抜の一つとして実施 

選抜実施校

(公立高校９校）

裾野、富士宮東、駿河総合、横須賀、小笠、遠江総合、浜松江之島、

浜松東、新居 

志願資格 
中学卒業者又は卒業見込みの者で、外国籍を有し、平成 29 年４月

以降に入国し、その後引き続き保護者と共に日本に滞在している者

選抜方法 
調査書、面接及び日本語基礎力検査（基礎的な学力を測る問題を含

む。）により、総合的に審査して、合格者を決定する。 

 

  志願状況等                       （単位：人、倍） 

 

(2) 外国人生徒支援事業（令和元年度当初予算 5,155 千円） 

目的 

県立高等学校に在籍する外国人生徒の教育に対応するため、外部支

援員を派遣し、外国人生徒の適応指導、指導担当者等への助言、援

助等を行うことを目的とする。 

対象校 

14 校 

・外国人生徒選抜実施校９校 

・外国人生徒数の多い定時制の課程を置く５校 

（榛原、磐田南、浜松北、浜松大平台、浜名） 

派遣時間 原則として、１校当たり 260 時間 

実施時間 原則として、授業中及び放課後に実施 

支援内容 

・日本語の直接指導 

・教科内容理解の支援及び補助的作業 

・学校から保護者への連絡の通訳等 

・生徒や保護者からの相談への対応や支援  ほか 

  

(3) 外国人生徒みらいサポート事業（令和元年度当初予算 17,300 千円） 

日本国籍で要日本語指導の生徒も対象としている。 (委託事業)【R元年度新規】 

区分 主な支援内容 実施規模 

キャリアコンサル

ティング技能士 

・個々の生徒の状況に応じた個別の支援

プランの作成 

・企業情報の収集及び情報提供 

3 人工（巡回派遣）

日本語コーディネ

ーター 

・生徒の日本語能力に応じた日本語学習

内容を決定 

・キャリアコンサルティング技能士と連

携し個別の支援プランの作成 

・個別支援プランをもとに学校と連携し

て生徒のキャリア形成を支援 

3 人工（巡回派遣）

区 分 平成 31 年度 平成 30 年度 平成 29 年度 平成 28 年度 平成 27 年度

募集定員 若干名 若干名 若干名 若干名 若干名 

志願者数 21 23 13 19 16

受検者数 21 23 13 17 15

合格者数 16 21 11 13 12

実質倍率 1.31 1.10 1.18 1.31 1.25
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日本語学習講座 

・日本語能力検定試験の取得を目指した

日本語学習 

・コミュニケーション能力の向上を目的

とした日本語学習 

会場：支援対象校

各会場 9 回程度の

実施 

 

 

○事業イメージ 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

○支援対象校及び対象生徒数        （令和元年８月現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

NO. 地区 学校名 支援対象生徒人数 

１ 下田南伊豆分校 １人 

２ 田方農業 １人 

３ 裾野 ３人 

４ 吉原 ２人 

５ 

東部 

富士(定） ２人 

９人 

６ 清水東(定） ３人 

７ 焼津水産 ３人 

８ 島田商業(定） １人 

９ 

中部 

榛原(定） ９人 

10 横須賀 １人 

17 人 

11 浜松東 ７人 

12 浜松大平台(定） 28 人 

13 浜名(定） 19 人 

14 

西部 

新居 12 人 

66 人 

計 14 校（全日制８、定時制６） 92人(全日制30、定時制62） 

キャリアコンサル 

ティング技能士 

日本語 

コーディネータ 

日本語学習講座 

（企業、NPO等）
 

 

 

学校 日本語学習講座 

の内容を指示 
「個別支援プラン」

の作成を指示 

（就労支援機

関、企業等）

（情報）

「個別支援プラン」に基づき学習指導

内容等を助言、指導 
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 子どものための日本語学習支援基金 
     ～ 外国人の子ども教育支援基金事業 ～ 

 

（多文化共生課） 
１ 目的 

  異文化を体現した外国人の子どもが地域で共生し、将来地域又は世界で活躍できる
グローバル人材として育つことを目指し、県拠出金及び企業等からの寄付を活用して、
地域社会全体で外国人の子どもの日本語習得や地域での居場所づくり等を支援する。 

 

２ 基金造成の概要 

  (1)造成先   公益財団法人静岡県国際交流協会（ＳＩＲ) 

 (2)基金目標額 県拠出 10,000 千円、民間寄付 ３年間で 18,000 千円 
  (3)運営体制  基金運営委員会を設置（県職員、外部有識者を含む）、 

事務局はＳＩＲ（運営経費は基金より支出） 
 

３ 事業内容 

外国人学校、地域日本語教室、ＮＰＯ等による外国人の子どもの日本語習得、地域
での居場所づくり等を支援する事業への助成。 

【支援事業】 

事業名 内  容 

日本語学習指導者
派遣事業 

外国人学校に対し、新たに日本語学習する場を提供する場合に、
必要な講師を派遣する。             週 10 時間以内 

日本語学習教材給
付事業 

外国人学校、地域日本語教室に対して、必要な日本語学習教材
を給付する。 

外国人学校 1 児童生徒当たり 2,000 円以内 
地域日本語教室等 上限 10,000 円（１児童生徒当たり500円） 

日本語能力試験受
験料助成事業 

(公財)日本国際教育支援協会が実施する日本語能力試験を受験
し合格した場合、受験料相当額のプリペイドカードを交付する。

日本語学習支
援 

日本語指導にかかる人材育成 
学習教材・教具の作成 など 

キャリア支援
教育 

職場体験学習（インターンシップ） 
進学相談会の開催 など 

地域住民との
交流 

スピーチコンテスト 
スポーツ交流 など 

テ
ー
マ
指
定(

提
案
型) 

子どもの居場
所づくり 

放課後学習支援教室 
児童生徒のこころのケア・サポート事業 など 

※ テーマ指定(提案型)を除き、国、県、市町等より助成を受けている場合は対象外とする。 
 

４ 事業スキーム及び支援の実施 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

52



５ 基金運営委員会の構成 
基金の運営や助成事業に関することを審査するため、｢子どものための日本語学習支

援基金運営委員会｣を SIR に設置する。 
 【委員会の役割】支援事業メニューの検討、支援事業の審査、 

年間事業計画の検討、支援事業実績報告の確認 など 

 ＜子どものための日本語学習支援基金運営委員会委員＞ 

氏  名 職 名 等 

秋山 辰巳 一般社団法人静岡県経営者協会 専務理事 

鈴木 ミユキ 菊川市 地域支援課長 

千野 和子 公益財団法人ふじのくに未来財団 副代表理事 

◎野秋  貴靖 公益財団法人静岡県国際交流協会 業務執行理事兼事務局長 

竹内 徹 静岡県くらし・環境部県民生活局長 

  水野 かほる 静岡県立大学国際関係学部国際言語文化学科 教授 
 ◎：委員長 
 
６ 事業実施状況                  （令和元年８月 31 日現在） 

年 度 実 施 状 況 

平成 29 年度 日本語能力試験受験料助成事業            33 人分 

平成 30 年度 
 
 

日本語学習教材給付事業 （外国人学校）     5 校 342 人分
            （地域日本語教室）  ２団体 17 人分
日本語学習指導者派遣事業                ２校
提案型助成事業（テーマ指定助成）    交付決定 6 団体 6 事業
日本語能力試験受験料助成事業   7 月：35 人分、12 月：63 人分

令和元年度 

日本語学習教材給付事業 （外国人学校）     ５校 277 人分

            （地域日本語教室）  ２団体 16 人分

日本語学習指導者派遣事業                ２校 

 
７ 寄付実績 

（令和元年９月３日現在） 

企 業 3,115 千円

団 体 59 千円

個 人 181 千円

計 3,355 千円
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２（３）一人一人の夢の実現に対応した教育に関する資料 

 

項  目 頁 

魅力ある学校づくり推進事業 55 

グローバル人材育成関連事業 58 

未来を切り拓くＤｒｅａｍ授業 60 
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  魅力ある学校づくり推進事業 

（高校教育課）

１ 要旨 

  「魅力ある学校づくり推進事業」（下記(1)～(3)）を実施し、県立高等学校の文武芸

三道の鼎立を図る。 

(1) 技芸を磨く実学の奨励 

・「生きる力」を身に付ける実学を奨励すべき。 

・総合教育会議や実践委員会で議論（農水商工に加え、スポーツや芸術）。 

・人手不足の中、有為な人材の輩出が求められている。 

・県内企業は、基礎学力とコミュニケーション力の育成を期待。 

(2) 知性を高める学習の充実 

・未知の状況を切り拓いていく探究的な学力を育成すべき。 

・迫りくる高大接続改革（来年度入学生から）への対応が喫緊の課題。 

・スマホ利用時間が長く、家庭学習時間の確保が課題。 

(3) グローバル教育の推進 

・国際社会で活躍できる人材を育成すべき。 

・新しい大学入試（英語民間テスト活用）への対応が課題。 

・英語４技能(特に｢話す・聞く｣)の育成が不可欠。 

・総合教育会議、実践委員会で、国際バカロレアの導入について協議。 
 

２ 学力向上に関する事業実施の背景 

(1)「静岡県教育振興基本計画」(平成 30 年度～令和３年度) 

  ア 「有徳の人」づくり宣言 

「『文・武・芸』三道の鼎立を実現」を第一に掲げている。 

  イ 第１章の１ 「知性を高める学習」の充実（引用） 

子供たちに基礎的・基本的な知識・技能と思考力・判断力・表現力等を身に付さ

せるとともに、主体的に学習に取り組む態度を養い、確かな学力を向上させます。 

  高等学校では、学習指導要領に基づいた確かな学力の向上に加え、「高校生のため

の学びの基礎診断」や「大学入学共通テスト」への対応も求められています。 

 (2) 高大接続改革 

・平成 30 年度入学生から対象となり、知識・技能を重視した従来の入試制度から、思

考力・判断力・表現力を測る制度へと改革される。 

・大学入試センター試験は、大学入学共通テストとなり、思考力を問う問題や国語・

数学への記述式問題の導入、英語の民間試験（英検など）活用が予定されている。 

  ・主体性・多様性・協働性を測るために、各大学の個別選抜においては、小論文、調

査書、プレゼンテーションが重視されるようになる。 

・推薦入試やＡＯ入試においても、学力検査を課すようになる。 

(3) 校長協会と連携した事業実施 

  ・静岡県立高等学校等教育振興推進本部から｢指定校制度による学力向上対策｣の実施

を要望され、教育委員会が立案した。 

  ・コアスクールについては、静岡県学力向上対策協議会が計画立案、事業実施につい 

て協議・助言するとともに、成果を他の県立高校に周知・普及していく。 
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３ 令和元年度事業概要 

区 分 主な取組内容 

専門高校（農水工商等）の充実 

・民間熟練技能者の活用、県外大会への派遣支援 ほか 

新しい専門学科の研究 

・スポーツ科、演劇科及び観光科の設置に関する研究、 

外部有識者による検討会の設置 

技芸を磨く 

実学の奨励 

過疎地域の学校への支援 

・部活動の活性化や地域連携等の取組による学校のさらなる魅力化の向

上 

進学重点コアスクール 

・大学研究室や民間講師による専門的学力の向上、高大接続改革への対

応 

学力向上コアスクール 

・大学と連携した探究活動や地元自治体と連携した地域課題への取組を

通した学力の向上 

知性を高める 

学習の充実 

学力進展コアスクール 

・地元大学生等を活用した自主学習会や高大接続改革への対応 

英語教育コアスクール 

・海外姉妹校とのオンライン交流やイングリッシュキャンプを通した学

力の向上 

英語ディベート学習 

・英語４技能（聞く・話す・読む・書く）の育成 

グローバル 

教育の推進 

国際バカロレア調査研究 

・ＩＢ認定校への教員派遣、視察・講習会参加による国際的視野の育成
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４ 平成 30 年度事業実績 

区  分 実施校及び主な取組内容 

実施校：田方農業、科学技術、伊東商業、清水南、浜松工業など

技
芸
を
磨
く
実
学
の
奨
励 

専門高校

（農水工

商等）の

充実 

○民間熟練技能者を活用した指導 

・民間会社技術職員によるアーク溶接作業の実技指導 

・フラワー装飾技能士1級有資格者によるフラワーデザインコンテ

ストに向けた指導 

・モンドセレクション最高金賞受賞者による商品開発の指導 

・音楽家等による演奏力向上のための技術指導 

○ものづくり競技全国大会参加支援            など 

実施校：韮山、沼津東、富士、清水東、静岡、静岡東、藤枝東 

掛川西、磐田南、浜松北、浜松西 進学重点 

コアスク

ール 
○静岡大学、県立大学、常葉大学における専門教養講座の受講 

○医療系学部進学に対応した特別講座、大学教授等による高度で

専門的な講義                    など 

実施校：下田、三島南、富士東、清水南、静岡城北、焼津中央 

藤枝西、島田、榛原、浜松南、浜北西 学力向上 

コアスク

ール 
○志榛地区合同補講の実施(予備校講師の活用) 

○地元自治体、企業、市民等との連携による地域の課題把握と改

善方法の提案                    など 

実施校：熱海、裾野、沼津城北、静岡西、藤枝北、島田工業 

金谷、袋井商業、浜松湖東、浜松湖北、湖西 

知
性
を
高
め
る
学
習
の
充
実 

学力進展 

コアスク

ール 

○インターネットを用いた課題解説動画の配信、学習科学の専門

家との連携による授業実践 

○フルーツパークの一日運営、生徒を講師とした地域開放講座 

○地元商店街へのアンテナショップ開設に向けた授業実践 など 

実施校：三島北、吉原、富士宮西、掛川西、浜松北、浜松湖南 グ
ロ
ー
バ
ル

教
育
の
推
進 

英語教育 

コアスク

ール 

○イングリッシュキャンプ（英語漬けの２日間） 

○専門家等と連携した「英語でやりとりする力」を伸長する学習

プログラムの開発・実践               など 
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 グローバル人材育成関連事業 

（高校教育課）

 

１ 要旨 

  国内外で活躍できるグローバル人材の育成を社会総がかりで支援するため、県拠出金

及び寄附金により「ふじのくにグローバル人材育成基金」を創設し、県内の高校生及び

教職員の海外留学・海外研修等を促進する。 

 

２ 基金の概要                           （単位：千円） 

2019 年度予算 
基金名 区 分 

2018 年度末 

残   高 積立 取崩 

2019 年度末 

残   高 

県拠出金 20,000ふ じ の く に 

グ ロ ー バ ル 

人材育成基金 寄附金、運用益
151,503

20,000
40,000 151,503

計 151,503 40,000 40,000 151,503

 

３ 事業の概要 

区 分 内     容 

長期留学 
海外の教育機関等で語学などの専門分野の留学を体験 
【期間】１年程度 

県内大学と連
携した留学 

県内大学と連携して、大学が実施する各種留学・語学
研修等に参加 
【期間】１週間以上１か月程度未満 

高校生の海
外体験促進
（留学） 

短期留学 
学校、市町、ＮＰＯ等の民間が実施する語学研修、ボ
ランティア活動等に参加 
【期間】１週間以上１か月程度未満 

教職員の海外研修 
教職員が海外での教育機関等で専門分野や現代的な課
題の研究等を実施 
【期間】１週間以上１か月程度未満 

グローバル 
ハイスクール 

学校の特色を生かした課題研究を中心に、海外の大学
や研修機関等と連携してﾌｨｰﾙﾄﾞﾜｰｸ等を実施する学校
を指定 

海外 
インターンシップ 

県内企業の海外工場における就労体験等を実施 
【対象】専門高校等の生徒 
【国内研修】２日間【海外就労体験】３泊４日 

ものづくり等世界大会 
ロボット競技等のものづくりに関する世界大会へ参加 
【対象】専門高校等の生徒 
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４ 事業計画と実績 

  2016年～2020年までの５年間で900人の高校生及び教職員の海外留学等を支援する。  

区 分 
2016 実績 

（応募） 

2017 実績 

（応募） 

2018 実績 

（応募） 
2019 計画 

長期留学 
５人 

（20 人） 
６人 

(12 人) 

５人 
（31 人） 

５人 

県内大学と 

連携した留学 

５人 
＋引率１人 

（10 人） 

10 人 

＋引率１人 

（10 人） 

29 人 
＋引率３人 
(40 人) 

30 人 

＋引率３人 

高校生の

海外体験

促進 

（留学） 

短期留学 
23 人 

（76 人） 
43 人 

（67 人） 

22 人 
(95 人) 

24 人 

教職員の海外研修 
６人 

（16 人） 
８人 

（８人） 

９人 
（９人） 

10 人 

グローバル 

ハイスクール 

２校 33 人 
掛 川 西 
日大三島 

（６校） 

３校 108 人
掛 川 西 
日大三島 

浜松開誠館 

３校 112 人 
掛 川 西 
日大三島 
浜松開誠館 

３校 81 人 
浜松開誠館 
新規２校 

 

海外 

インターンシップ 

15 人 

＋引率３人 

43 人 

＋引率８人
36 人 

＋引率６人 
36 人 

＋引率６人

ものづくり等世界大会 ２人 ３人 ０人 ５人 

人数計 93 人 230 人 222 人 200 人 

事業額（千円） 18,879 37,993 36,636 40,000 

※グローバル人材育成基金条例に基づき、県民から広く支援金を募る。 
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未来を切り拓くDream授業 
 

（総合教育課） 
 
１ 目  的 
  将来、日本や世界で活躍したいと考えている子供たちに、日常生活で触れる機会の少ない一
流の講師陣の講義を提供し、学校では学ぶことのできない教養を身に付け、世界トップクラス
の講師の人間性等に触れるとともに、お互いに刺激し合える仲間を県内各地につくることで、
子供たちが自らの価値を認識し、自らの能力を更に伸ばすきっかけを与える。 

 
２ 本年度の概要 

日  程 令和元年８月６日（火）～８月９日（金）（３泊４日） 

場  所 静岡県庁※初日のみ、静岡県総合教育センター（掛川市） 

対  象 
分野を問わず、将来日本や世界で活躍したいと考えている 

県内の中学１・２年生 30名  

応募者数 107名（抽選により選考） 

講義 講師８人 

交流･実技等 外国人留学生・ＡＬＴとの交流、ＳＰＡＣ俳優による表現指導内  容 

グループディス
カッション・発表

テーマ：「みんな知事になって理想のまちをつくろう」 

 

３ 講師（50音順） 

講  師 役職等 

池上 重弘 静岡文化芸術大学副学長、実践委員会副委員長 

小野澤 宏時 ラグビー元日本代表、アザレア・セブン監督、県教育委員会委員 

加藤 百合子 (株)エムスクエア・ラボ代表取締役、県教育委員会委員 

川勝 平太 静岡県知事 

斎藤 成也 国立遺伝学研究所教授 

矢野 弘典 (一社)ふじのくにづくり支援センター理事長、実践委員会委員長 

若村 麻由美 俳優、ふじのくに観光大使 

SPAC劇団員 (公財)静岡県舞台芸術センター 

 

 

 

 

 

 

 

 外国人留学生・国際交流員・ALT 

との交流 

川勝知事による講義 グループディスカッション 

60



 

４ 今年度受講者のアンケート結果 

（１）「未来を切り拓くDream授業」に参加して良かったか 

項  目 2019年度 2018年度（参考） 

1 とても良かった 29人 96.7% 29人 100.0%

2 良かった 0人 0.0% 0人 0.0%

3 普通 0人 0.0% 0人 0.0%

4 あまり良くなかった 0人 0.0% 0人 0.0%

未回答 1人 3.3% 0人 0.0%

計 30人 100.0% 29人 100.0%

  

（２）「未来を切り拓くDream授業」に参加した感想 

・以前は自分の意見に自信がなかったが、Dream 授業に参加して自分の意見に自信が持てるよ

うになった。色々な講師の方々の講義からは学ぶことが多く、自分の夢につなげられた。 

 ・どの授業も夢を叶える大切なヒントや言葉が詰まっており、授業を通してみんなが仲間であ

ることを感じられた。 

 ・様々な意見や考え方を知ることができ視野が広がった。また、色々な人の話を聞いて自分を

とても成長させてくれた。 

 

５ 昨年度受講者の一年後アンケート調査 

  平成30年度にDream授業に参加した受講生を対象に、令和元年８月にアンケート調査を実施 

 

（１）「未来を切り拓くDream授業」で学んだことが現在どのように活かされているか 

 ・自分の意見を伝えることが大切だと学んだため、誰に対しても自分の思いを伝えるようにし

ている。 

 ・相手の意見の受け止め方が前向きとなり、自分から相手を理解しようと意識が変わった。 

 ・やりたいことがあっても勇気を出せずチャレンジできなかったが、迷ったらチャレンジする

ことを心掛けている。 

 ・何事も決して諦めないで最後まで一生懸命がんばるようになった。 

・これからの人生において、さらに上の限界を突破するために挑戦していきたいという気持ち

で物事に取り組むようになった。 

 

（２）「未来を切り拓くDream授業」に参加してから一年後の現在、新たに取り組んでいること 

 ・ミュージカルのオーディションを受け合格し、ミュージカル公演に出演。 

 ・生徒会長になり、生徒のみで行う「地域をよくする会」を企画運営している。 

 ・将来世界で活躍することを意識し、英語の勉強にさらに力を入れている。 

 ・リーダーシップを身に付けるため、部活の部長や委員会の委員長になり、様々なことにチャ

レンジしている。 

 ・地域のことを積極的に学ぶため、こども県議会に参加した。 

 ・「税の作文」コンクールで東海税務連絡協議会会長賞を受賞し、一日税務署長を経験した。 
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